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  会議録署名議員の指名 

 日程第２ 

  第１号議案 平成18年度大洲市一般会計予 
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  第14号議案 平成18年度大洲市駐車場事業 

        特別会計予算 

  第15号議案 平成18年度大洲市温泉事業特 

        別会計予算 

  第16号議案 平成18年度大洲市商業集積施 

        設管理特別会計予算 

  第17号議案 平成18年度大洲市水道事業会 

        計予算 

  第18号議案 平成18年度大洲市工業用水道 

        事業会計予算 

  第19号議案 平成18年度大洲市病院事業会 

        計予算 

  第20号議案 平成17年度大洲市一般会計補 

        正予算（第８号） 

  第21号議案 平成17年度大洲市国民健康保 

        険特別会計補正予算（第３ 

        号） 

  第22号議案 平成17年度大洲市国民健康保 

        険診療所特別会計補正予算 

        （第３号） 

  第23号議案 平成17年度大洲市土地取得造 

        成特別会計補正予算（第１ 
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        号） 

  第27号議案 平成17年度大洲市温泉事業特 

        別会計補正予算（第３号） 
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  第28号議案 平成17年度大洲市水道事業会 

        計補正予算（第４号） 

  第29号議案 平成17年度大洲市病院事業会 

        計補正予算（第４号） 

  第30号議案 大洲市行政手続等における情 

        報通信の技術の利用に関する 

        条例の制定について 

  第31号議案 大洲市職員の修学部分休業に 

        関する条例の制定について 

  第32号議案 大洲市職員の高齢者部分休業 

        に関する条例の制定について 

  第33号議案 大洲市一般職の任期付職員の 

        採用に関する条例の制定につ 

        いて 

  第34号議案 大洲市長期継続契約に関する 

        条例の制定について 

  第35号議案 大洲市高齢者地域生活支援事 

        業手数料条例の制定について 

  第36号議案 大洲市障害程度区分審査会の 

        委員の定数を定める条例の制 

        定について 

  第37号議案 肱南思ひ出広場条例の制定に 

        ついて 

  第38号議案 大洲市集会所条例の一部改正 

        について 

  第39号議案 大洲市報酬及び費用弁償等支 

        給条例の一部改正について 

  第40号議案 大洲市の市長等の給与及び議 

        会議長等の報酬の特例に関す 

        る条例の一部改正ついて 

  第41号議案 大洲市職員の給与に関する条 

        例の一部改正について 

  第42号議案 大洲市職員の特殊勤務手当に 

        関する条例の一部改正につい 

        て 

  第43号議案 大洲市職員退職手当条例の一 

        部改正について 

  第44号議案 大洲市公の施設に係る指定管 

        理者の指定手続に関する条例 

        の一部改正について 

  第45号議案 大洲市毛利記念館条例等の一 

        部改正について 

  第46号議案 大洲市総合体育館条例の一部 

        改正について 

  第47号議案 大洲市立保育所条例の一部改 

        正について 

  第48号議案 大洲愛育ホーム条例の一部改 

        正について 

  第49号議案 大洲市老人デイサービスセン 

        ター条例の一部改正について 

  第50号議案 大洲市身体障害者デイサービ 

        スセンター条例の一部改正に 

        ついて 

  第51号議案 大洲市基幹集落センター条例 

        の一部改正について 

  第52号議案 大洲市林業総合センター条例 

        の一部改正について 

  第53号議案 大洲まちの駅条例の一部改正 

        について 

  第54号議案 大洲市総合交流拠点施設条例 

        の一部改正について 

  第55号議案 大洲市交流促進センター条例 

        の一部改正について 

  第56号議案 河辺ふるさとの宿条例の一部 

        改正について 

  第57号議案 大洲市農家生活体験屋及び土 

        蔵条例の一部改正について 

  第58号議案 大洲市普通公園条例の一部改 

        正について 

  第59号議案 河辺村出生祝金支給条例の廃 

        止について 

  第60号議案 市道の路線認定について 

  第61号議案 専決処分した事件の報告並び 

        に承認を求めることについて 

  第62号議案 大洲市介護保険条例の一部改 

        正について 

  （全議案に対する質疑並びに市政全般に対 

  する質問） 
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  ～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

本日の会議に付した事件 

 日程第１ 会議録署名議員の指名 

 日程第２ 第１号議案～第62号議案 

  ～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

午前10時00分 開 議 

○清水久二博議長 これより本日の会議を開き

ます。 

   ～～～～～～～～～～～～～～～ 

○清水久二博議長 本日の議事日程は、お手元

に配付してあるとおりであります。 

   ～～～～～～～～～～～～～～～ 

○清水久二博議長 まず、日程第１、会議録署

名議員の指名を行います。 

 本日の会議録署名議員に、18番有友正本議

員、19番古野青弘議員を指名いたします。 

   ～～～～～～～～～～～～～～～ 

○清水久二博議長 次に、日程第２、第１号議

案から第62号議案までの議案62件を一括して議

題といたします。 

 全議案に対する質疑並びに市政全般に対する

質問を行います。 

 通告がありますので、順次発言を許します。 

 まず、後藤武薫議員の発言を許します。 

○17番後藤武薫議員 議長 

○清水久二博議長 後藤武薫議員 

〔17番 後藤武薫議員 登壇〕 

○17番後藤武薫議員 ことしの冬は次々と歴史

的な大寒波が日本を襲い、特に日本海側などの

豪雪地帯では大勢の死者も出るほどの記録的な

大雪となりました。 

 また、立春を過ぎてもなお豪雪や大雪を警戒

する声が日本列島を駆け回っておりました。こ

れは、地球の温暖化の影響なのか、それとも歴

史的に繰り返される気象変動なのか、最近の地

球環境はどこかおかしいような気がしておりま

す。大寒波により春の訪れは例年より大分遅く

なってまいりましたが、ここに来てやっと春ら

しくなってまいりました。しかし、きょうはま

た逆戻りで河川敷の菜の花がかわいそうなくら

いな寒波となっているようでございます。 

 それでは、平成18年３月定例会に当たりまし

て、通告に基づき質問をさせていただきます。 

 なお、昨日の質問と重複する点が多々あろう
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かと思いますが、御答弁のほどよろしくお願い

を申し上げます。 

 まず最初に、改めまして市長の政治姿勢につ

いてお伺いいたします。 

 昨年は１月の市町村合併に始まり、２月には

新市における初代市長選が行われ、激戦を制し

大森市長が誕生をされ、新しい大洲市が動き出

しました。また、９月には衆議院選挙が行わ

れ、郵政民営化を掲げた自民党が圧勝しまし

た。そして、10月には大洲市議会議員の選挙が

行われ、すべてにおいて新体制が整った１年で

あったかと思います。 

 この間、大森市長におかれましては、初代の

かじ取り役として市民の声に耳を傾け、市民の

目線に立った地域間のバランスのとれた市政運

営に努めてこられたところであります。 

 そこで、厳しい経済情勢、地方分権社会シス

テムへ転換する中で、早く一体感をつくり上げ

ながら、それぞれの地域の特性を生かした特色

のあるまちづくりを目指していかなくてはなら

ないと思いますが、大森市長におかれまして

は、２年目の市政運営に当たり今後のかじ取り

と抱負についてまずお伺いをいたします。 

 次に、平成18年度当初予算並びに財政問題に

ついてお伺いいたします。 

 平成18年度当初予算は、一般会計227億円、

特別会計、企業会計、全会計合わせて464億

5,981万3,000円となっております。予算編成に

当たっては、重点的かつ効率的な配分に努めら

れたことと思います。まず、本市の均衡ある発

展と市民生活の向上を目指したものでなければ

ならないと思いますが、どのような方針のもと

編成されたのか、お伺いをいたします。 

 また、収入と支出のバランスですが、三位一

体の改革が進む中で、地方交付税と補助金の削

減はある程度見通すことができますが、肝心の

税源の移譲が見えてきません。このたびの政府

の三位一体の第１期改革において、それぞれど

れくらいの動きがあるのかわかる範囲でお示し

いただきたいと思います。 

 また、最終予算規模についてもお伺いをいた

します。 

 それから、財政調整基金と減債基金を合わせ

て３億898万3,000円投入されていますが、今後

６月、９月の補正予算に当たって、取り崩す予

定はないのか、お伺いをいたします。 

 また、年度内の不時の支出に備えるために財

源が留保されているのか、現金支出を伴う大規

模災害への対応を可能にする財政確保はできて

いるのか、お尋ねをいたします。 

 また、財政調整基金の18年度末の残高見込み

についてもお伺いをいたします。 

 それから、２月17日、愛媛県当初予算発表に

よりますと、一般会計3.5％減の6,190億円と５

年連続の超緊縮型とのことであります。このこ

とで特に気になるのは県補助金の大幅カットで

ありますが、県が補助金をカットしたからとい

ってやめるわけにはいかない事業もあると思い

ますが、その事業と対応についてお伺いいたし

ます。 

 最後に、平成17年度と18年度にかけて大洲市

総合計画が策定されますが、その中で今後10年

間の普通建設事業費など、投資的経費はどれく

らいの計画規模になるのか、そのうち合併特例

債はどれくらい活用されるおつもりなのか、お

伺いをいたします。 

 次に、行政改革大綱及び集中改革プランにつ

いてお伺いいたします。 

 旧大洲市の行政改革の取り組みは、平成８年

に大洲市行政改革大綱を策定、平成11年には新

大洲市行政改革大綱を策定して、簡素で効率的

な行政の確立に努めてこられたところでありま

す。 

 しかしながら、現在厳しい経済情勢や少子・

高齢化に伴う人口減少時代を目前に控え、地方

分権社会システムへ転換するため市町村合併が

進み、政府の聖域なき構造改革、官から民へ、

国から地方への流れの中、三位一体の改革が
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着々と進み具体化をし、まさしく改革の時代を

迎えております。 

 このような中にあって、当市でもさらなる行

財政改革に取り組まれ、大洲市行政改革大綱並

びに集中改革プランを３月末に策定されるとの

ことであります。少し酷評になるかもしれませ

んが、これまでの行革大綱について申し上げま

すと、実現の目標時期が具体的に明示されたり

数値目標として公約されたりすることは余りな

く、検討するという一つの決まり文句で問題を

先送りする確認のようなものであったと思うわ

けです。行政改革を語る上で当市の財政状況で

すが、平成16年度決算では経常収支比率が

91.7％、そのうち人件費が27.9％、公債費比率

が20.5％、起債制限比率は13.4％、そして財政

調整基金も底をつき始め健全性を失っておる状

況であります。 

 そこでまず、今述べました財政指数が平成

17年度ではどれくらいになるのかお示しいただ

きたいと思います。 

 また、財政再建が特に今回の行革の緊急の課

題と思いますが、行財政改革に対する市長の決

意のほどをお伺いいたします。 

 次に、人件費削減ですが、人事院勧告は各自

治体の厳しい財政事情を考慮したものではな

く、地方自治体によっては、地方公務員の給与

について人事委員会の勧告をそのまま実施する

のではなく、知事や市長が組合と交渉し、勧告

よりも引き下げる動きが広まっております。こ

の点についてもお考えをお伺いいたします。 

 また、行財政改革には職員の意識改革が大事

であると考えますが、同時に経営感覚の醸成と

政策形成能力の向上をどう図っていかれるの

か、お伺いをいたします。 

 また、補助金の見直しですが、平成18年度に

おいて各種団体の補助金を一律５％カットとの

ことであり、また平成19年度においては調査を

して原則廃止もとの説明でありましたが、まず

は補助金の見直しに当たっては、行政の責任分

野、経費負担のあり方、行政効果を精査の上と

なっておりますが、内部評価、また外部評価の

作業はどのように進められているのか、また進

めていかれるつもりか、お伺いをいたします。 

 当然のことですが、我々議員も分権時代の自

治体経営をどう考えるかという視点をしっかり

と持ち、スキル向上に邁進していかなければな

らないと考えております。 

 次に、自主防災組織についてお伺いいたしま

す。 

 当市においても、２年連続して大規模な水害

を受け、また今後予想されます南海地震に対応

するため、自分の地域は自分で守るを基本姿勢

に、災害時に各地域で活動する自主防災組織の

結成が進められております。現在までに12地域

で結成ができたとのことであります。 

 しかし、現状は各種団体の長などによるいわ

ゆる充て職により、とりあえず形ができたとい

うことではないでしょうか。目的は各種災害に

対してその災害を未然に防止し、災害の被害を

最小限にとどめる、すなわち防災、安全、安心

であり、少しでもその効果を高めることであろ

うと思います。各地域において災害の格差はあ

りますが、まずは形をつくって魂を入れるのご

とく、自主性を持って研修会や訓練、避難体制

づくりに取り組まなければなりません。 

 そこで、当市としては今後どのようなバック

アップを考えておられるのか、お伺いをいたし

ます。 

 次に、市立大洲病院についてお伺いいたしま

す。 

 当市では、市民の皆様から全幅の信頼を寄せ

ていただける医療行政に努めておられるところ

であります。当大洲病院は、これまで地域の総

合医療機関として長年その役割を果たしてこら

れました。今、市民の声、特に女性の声として

耳にするのが、大洲病院での小児科の週１回診

療を常日診療にしてもらえないかということで

す。 
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 現在、当市において欠けているものは、小児

医療を24時間体制で入院対応を行い、必要に応

じて新生児医療の実施、いわゆる小児救急医療

の充実を図ることではないでしょうか。 

 そこで、市民の皆様にさらに安心して誇りを

持って御利用いただけるような市民総合病院と

して、市立大洲病院の小児科の充実を図ってい

くお考えはないか、お伺いをいたします。 

 最後になりますが、八幡浜・大洲地区広域市

町村圏組合運動公園についてお伺いいたしま

す。 

 今回の当初予算において、運動公園の野球場

改修事業費、平成18年度から平成19年度で総事

業費２億円のうち平成18年度事業費１億

1,783万円が計上されております。今、この地

域に何が欠けているのか、なぜ魅力がないの

か、どう活力をつくり出すのかを考えるとき、

このような整備が進められることは地域のイメ

ージアップにもつながり喜ばしいことでありま

す。 

 しかし一方では、財政再建を進める中におい

て多額の出費を伴うわけであります。 

 そこで、今回の野球場改修事業の内容はどの

ようなものか、このことによって将来展望が持

てるのか、費用対効果はどのように考えておら

れるのか、御見解をお聞かせ願いたいと思いま

す。 

 以上で私の質問を終わります。ありがとうご

ざいました。 

○大森隆雄市長 議長 

○清水久二博議長 大森市長 

〔大森隆雄市長 登壇〕 

○大森隆雄市長 それでは、ただいまの後藤議

員さんの御質問に、私の方から最初の政治姿勢

と最後にございました広域運動公園の利用の問

題について、特に御答弁を申し上げたいという

ふうに思います。 

 議員さん御質問中、まちづくりに対する今後

のかじ取りと抱負についてでございますが、月

日のたつのは本当に早いものでございまして、

一日一日を忙しく過ごしておりまして、早くも

就任後２年目になったわけでございまして、そ

の間第一義的には市民の皆様の目線に立ってそ

の声に耳を傾けながら、そうして財政健全化に

取り組みながら新たな夢のあるまちづくりに挑

戦するために、自分なりにこの１年間布石を打

ってきたつもりでございます。 

 ことし一年がはや終わりましたら、早いもの

で折り返し地点に立つわけでございまして、打

ってまいりましたこの１年間の布石を糧とし

て、次の石をどう進めていくか、いよいよ具体

的に取り組んでいかなければならない２年目に

なったというふうに再認識をしておるところで

ございます。 

 新市のまちづくりに対する具体的な考え方に

つきましては、昨日も６名の議員さん方からそ

れぞれの立場で御質問をいただきました。私の

方も誠意を持ってそれぞれお答えをしたつもり

でございますが、そのような方向性を持って大

洲市総合計画の中にしっかりと今後位置づけて

まいりたいと考えておる次第でございます。 

 これからのかじ取りに当たりましては、住民

の皆さん方の思いを十二分に認識いたしまし

て、日にちがたちまして、本当に合併してよか

ったなと、なかなか大変だなと、予想以上に自

治体というものも大変になったなというような

時期を必ずや迎えるように、また次代を担う子

供たちには夢を与えるまちづくりができていく

ように、この２点を目指して最善を尽くしてま

いる所存でございます。今後とも職員ともども

自覚を新たにして、地方分権と言われる新時代

の行政運営に努めながら、地域間競争をぜひと

も勝ち抜いてまいりたいというふうに考えてお

りますので、改めまして議員さん各位の御理解

と御協力をお願い申し上げまして、この点のお

答えとさせていただきたいと思います。 

 次に、議員さんお尋ねの八幡浜・大洲圏域で

持っております平野の野球場、一連の施設の改
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修内容と費用対効果について御質問があったわ

けでございますが、現在の野球場は皆さん御承

知のとおり昭和49年に完成して以来、ほとんど

大規模な改修をすることなく施設の老朽化が全

体的に進んでおるというのが実態でございま

す。 

 今回の改修内容は、まず第一に施設の安全面

等の対策といたしまして、地震が最近よく発生

するわけでございますが、これらに対応した球

場とし、利用者に対して安全に使っていただく

ように、この確保を最低限しておこうというも

のでございます。 

 もう一つは、高校野球等の公式試合、県予選

の試合とかということを前々から関心を持って

見ておったんですが、どうも大洲という名前が

出てこないものですから、いつも気になってお

りました。こんなことを目指して今回、内外野

のフェンスがコンクリートが出たままというこ

とで危険であるという御判断がありますので、

ラバーフェンスの装着をさせてもらうというこ

とにいたしました。 

 それからもう一つは、バックスタンドを改修

して、ひじかけまではつきませんけどが、

1,000人以上収容できるような観客席、そして

外野に至りましては芝生でございますが、また

プラスアルファの観客席、観客の皆さんが見て

いただくようにしていこうという目的でござい

ます。 

 工事につきましては、平成18年度、19年度の

２カ年を予定しておりまして、先ほど言われま

したように総事業費は総額２億円を見込んでお

ります。 

 財源につきましては、合併特例債を活用させ

ていただいて、これは八幡浜市と大洲市で負担

する予定でございまして、両者の協議も内々で

調ったわけでございますが、当市の実質的な費

用負担としましては実質約7,000万円程度の負

担になるような見込みでございます。 

 次に、一番大事な点でございますが、改修後

の展望はどう考えておるのかという御質問であ

ったわけですが、既に過日公式発表もございま

したように、四国アイランドリーグ戦が８月

12日、13日の２日間にわたりましてこの大洲球

場で開催されることが決定されました。手を加

えない今のままの状態で、とにかくやってみま

しょうという石毛代表の現地を見てもらっての

決断によりまして、県内ではもちろん四国４県

の中でもニューフェースとしての球場がことし

２年目にして大洲球場の登場ということにさせ

てもらったわけでございます。ぜひとも地域挙

げて成功をさせて、今後線香花火で終わらんよ

うに定着をさせていきたいというふうに考えて

おるところでございます。 

 ちなみに、改修後、来年からは公式戦を３回

は組み込んでいただくという話でございますの

で、新年度に入ったら早速愛媛ＦＣのサッカー

のこともございますので、関係機関の皆さんと

も取り組みについて、今後の具体的な協議をし

て、そうして大洲のアピールもしていくような

ことに協議を調えていきたいというふうに思っ

ておるところでございます。 

 これらの一連のことが高校野球の県予選会

場、これも県の役員さん方に下見をしてもらっ

たわけでございますが、認定をいずれしてもら

って、平成29年には愛媛県単独での国民体育大

会が予定をされておるわけでございます。種目

誘致活動にも大洲市としてもこまを進めていき

たいというふうに考えております。 

 今のところ正式に手を挙げて検討、協議をし

てもらっとる種目といたしましては、女子ソフ

トボール、それからソフトテニス、それから鹿

野川ダム湖を利用したボート、この３種目を正

式に関係機関を通じて県の方へ上げておるわけ

でございまして、既に水面下では県下20市町間

での争奪戦が始まっておるやに聞いておるわけ

でございまして、それぞれ議員さん方も長い間

にいろんな知恵の持っておられる方がおありと

思いますが、どうぞ側面的にそういう方向でバ
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ックアップをしていただきたい。行政だけでは

できるもんでもございません。これはもうボラ

ンティアの皆さん、地域を挙げての運動にやっ

ぱりしていきませんと、なかなか成就しないこ

とだろうという認識はしておりますので、ぜひ

ひとつこの際お願いをしておきたいというふう

に思います。 

 また、議員さんお尋ねの費用対効果の点から

見てはどう予測しておるかということでござい

ますが、そもそもこれだけの大きい公の施設に

なりますと、なかなか収支の均衡をとるとい

う、ペイするということは困難であろうという

ふうに思います。むしろ草が生えて除草作業に

手間取るというようなことのないように使って

いただくと。老若男女が寄り集ってスポーツを

通じて健康の補充をし、また体力の向上、気力

の向上を目指して、それぞれの人生を楽しんで

もらうということがこういう施設の終局の目的

ではなかろうかというふうに考えておるもので

ございます。 

 今回の愛媛マンダリンのことにつきまして

は、今思いますと去年でございましたが、人と

の出会い、縁というもののありがたさを大変感

じたものでありますが、この地域からもプロを

目指して野球少年、それからサッカー少年、大

変最近多くなっておるようでございまして、今

後愛媛ＦＣ、この四国アイランドリーグ戦を通

じて生を見てもらって、そしてプロを目指す夢

を甲子園経由でなく、この地域から夢を現実に

変えていっていただくような子供さん方が育っ

てもらったらいいんではなかろうかという、そ

ういう点でのメリットが、この厳しい時代にこ

れだけの大金を投入してどういう効果が上がる

んぞという御質問でございましたが、その点の

最大の効果はそういう子供たち、あるいは最近

世知辛い世の中になっておりますが、そういう

ものを青少年の健全育成、そういう面から申し

上げましてもそれを断ち切って醸成をしてい

く、親子連れで、またおじいさん、おばあさん

と一緒になってそういうものを観戦していくと

いう中で、やっぱりスポーツの最終的なねら

い、目的があるんだろうという認識がしており

ますので、それが最大の効果かなというふうに

思っておるところでございます。今後ともそう

いう方針で皆さんの御同意を得ましたならば進

めていきたいというふうに思っておりますの

で、よろしくお願いいたします。 

 その他の問題は、きのうポイントにつきまし

てはもうほとんど触れておりますので、助役以

下で答弁をさせていただきますので、よろしく

お願い申し上げます。 

○首藤馨助役 議長 

○清水久二博議長 首藤助役 

〔首藤馨助役 登壇〕 

○首藤馨助役 後藤議員さん御質問中、行政改

革大綱及び集中改革プランについて３点御質問

があったわけでございます。それについてお答

えをさせていただきます。 

 その中で、平成17年度の財政指数についての

お尋ねでございます。平成17年度の財政指数の

状況についてのお尋ねでございますが、これは

決算によるものではございませんので、見込み

の指数ということで申し上げさせていただきま

すと、経常収支比率につきましては平成16年度

の数値91.7％と同程度というふうに予測をいた

しておるところでございます。 

 また、公債費比率につきましては、16年度を

上回りまして0.3ポイントから0.4ポイント上回

るというふうに考えております。20％の後半に

なると見込んでおるところでございます。 

 起債制限比率につきましても、14％を超える

というふうに考えておるとこでございます。 

 ２点目の今後の財政改革についてでございま

すが、行財政改革に対する決意でございます

が、数値目標を設定いたしまして発表いたして

おりますとおりでございます。中・長期財政見

通しにつきましては、平成18年度から平成21年

度までの４カ年間の財源不足額を43億円と見込
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んでおりまして、これをいかに乗り越えていく

かが行政改革の目指すところと十分認識をいた

しているところでございます。財政指数の悪化

や大幅な財源不足を踏まえまして、行政改革大

綱及び集中改革プランを策定いたしておりまし

て、策定した大綱を確実に実行することが持続

可能な財政構造の構築を図っていけると、そし

て大洲市の将来像であります、きらめき創造大

洲市－みとめあい ささえあう 肱川流域都市

－を目指した施策の具体化を図ってまいりたい

というふうに考えておるところでございます。 

 議員各位におかれましても、御理解と御協力

をお願いいたしたいというふうに考えておると

こでございます。 

 次に、３点目の職員の人件費削減についてお

答えをいたします。 

 後藤議員さん御質問中、人件費の削減につい

てでございますが、御指摘のように職員の給与

につきましては、人事院勧告以上に引き下げて

おりますのは県下でもまだ少数のものと認識を

いたしておるわけでございます。県内市の中で

は１市であろうというように考えておるわけで

ございます。 

 当市におきましては、国家公務員の給与を

100とした場合の自治体の給与水準を示すラス

パイレス指数があるわけでございますが、これ

が91.1と県内平均93.8を下回っていること。そ

れから、国の給与構造改革に準じた給与条例の

改正によりまして、給与上昇の抑制が図られる

こと等を考慮いたしまして、本給カットには至

っておりません。 

 しかしながら、管理職手当のカット及び特殊

勤務手当の見直しに関する議案につきまして、

職員組合にも説明と理解を得ながら今議会に提

案をいたしておるところでございます。こうし

た厳しい財政状況が我が身に降りかかること

で、職員の意識改革が図れるものと考えており

ます。 

 また、職員の経営感覚の醸成や政策形成能力

の向上につきましては、自治大学校や市町村ア

カデミーなど、公的研修施設へ職員を派遣いた

しておるところでございます。平成18年度にお

きましては、愛媛県研修所へ従来にも増して多

くの職員を研修に派遣したいというふうに考え

ておりまして、政策形成関係の研修科目には積

極的に取り組んでまいりたいというふうに考え

ております。 

 また一方で、行政改革推進懇話会などにおき

ましては、会社経営者の方々に委員となってい

ただいておるわけでございます。企業経営の視

点などからの御意見をいただいておるところで

ございまして、そうしたことも市職員の経営感

覚の醸成につながるものというふうに考えてお

るところでございます。 

 以上、３点につきましてと、もう一点、失礼

いたしました。補助金の見直しについて、もう

一点ございました。 

 補助金につきましては、地方自治法第232条

の２の規定によりまして、公益性のある目的を

持った団体等に特定の事業の促進、発展を期す

るために市が補助金を交付するものでございま

す。 

 しかしながら、平成17年度に補助金を交付し

た262件の中には、特定の団体に毎年同額の補

助金が支出され既得権的になっているもの、そ

れから合併前の交付をそのまま継続いたしてお

るもの、それから地域格差が生じまして不公平

があるのではないかというようなものがあるわ

けでございます。社会情勢の変化によりまし

て、当初の目的を果たしまして規模を縮小した

り廃止すべきもの、あるいはより多くの補助を

すべきものなどがあるんではなかろうかと考え

ておるわけでございます。 

 また、現在の厳しい財政状況の中では、多種

多様化する市民のニーズ及び時代の要請による

新たな事業や団体に対する補助が著しく難しく

なっておるところでございます。行政改革によ

りまして、既存補助事業の見直しは必要不可欠
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となっておるのが現状でございます。 

 このような現状を踏まえまして、平成18年度

当初の予算編成におきまして各種団体活動補助

金、これに関しましては一律５％カット、その

他の補助金に関しましては原則５％カットによ

る見直しを行ってきたところでございます。昨

日の古野議員さんの御質問にもお答えしたとお

りでございます。 

 見直しの状況につきましては、廃止した補助

金が９件、５％カットなど縮小した補助金が

164件でございます。削減効果額は4,485万円と

なっておるわけでございまして、平成18年度新

規の補助事業といたしまして８件を実施する予

定でございます。 

 今回の見直しにつきましては、あくまでも緊

急的な措置でございまして、本来補助金の見直

しは補助団体の活動内容や事業効果を検証いた

しまして、ある一定の基準をもとに公平性の確

保と市民に対する説明責任を果たしていかなけ

ればならないものと考えておるわけでございま

す。そこで、今後の補助金の見直しにつきまし

ては、前例にとらわれず公益性、必要性、事業

効果及び支出の適正化などの観点による見直し

の基準を早急に策定をいたしまして、その基準

に沿った抜本的な見直しを図りたいと考えてお

るところでございます。 

 また、市民の有識者を加えた補助金に関しま

す検討委員会等の設置を検討いたしまして、さ

らに補助金の透明性、公平性の確保に努めてま

いりたいというふうに考えておるところでござ

います。 

 以上、行政改革大綱に関しますことと、補助

金につきましてお答えをさせていただきまし

た。よろしくお願いをいたします。 

○小島健市企画財政部長 議長 

○清水久二博議長 小島企画財政部長 

〔小島健市企画財政部長 登壇〕 

○小島健市企画財政部長 それでは、平成18年

度当初予算並びに財政問題についてお答えをい

たします。 

 まず、予算編成方針につきましては、昨日山

下議員さんの御質問にもお答えをいたしました

ように、平成18年度行政改革大綱等に基づく財

政健全化に向けた実質的な初年度として位置づ

けまして、歳出全般にわたり徹底した節減、合

理化を図り、財源の効率的配分に努めました緊

縮型予算として編成を行ったところでございま

す。 

 次に、三位一体改革についてのお尋ねでござ

いますが、平成18年度までに国庫補助負担金改

革として４兆7,000億円の廃止、縮減等の改革

が行われており、税源移譲につきましては３兆

円、臨時財政対策債を含みますけれども、交付

税改革といたしましては５兆1,000億円を抑制

するという改革となっております。 

 このうち、税源移譲につきましては、所得税

から個人住民税へ３兆円規模の税源移譲が実施

されることになっておりまして、これは平成

19年度分からの実施となります。平成18年度に

つきましては、移譲額の全額を所得譲与税で措

置されることになっております。当市の見込み

額といたしましては３億4,600万円を見込むも

のでございます。 

 次に、平成18年度の最終予算規模についての

お尋ねでございますが、現在見込まれます留保

財源等を勘案いたしますと、現在のところ約

243億円程度になるのではないかというふうに

考えております。 

 次に、財政調整基金と減債基金についての御

質問ですけど、当初予算におきましては財源調

整のため財政調整基金を２億円、そして減債基

金を１億円繰り入れるように計上いたしており

ます。今後、６月及び９月の補正予算に当たり

ましては、現在のところこの基金を取り崩す予

定はいたしておりません。 

 また、財政調整基金の残高見込みでございま

すが、平成18年度末におきましては約３億円の

残高となるものでございます。 
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 次に、不時の支出に備えるための財源が留保

されているかという点でございますが、予算編

成に当たりましては補正見込み額等も含めた年

間財源を考慮しながら財源調整を行っておりま

す。その年度に見込まれる財源の中で事業を実

施するということになるわけでございます。不

時の支出が生じましたら、ほかの事業の先送り

とか縮減など、そういった調整を図りながら財

源を確保していきたいというふうに考えており

ます。 

 なお、予算外の支出等に対応するための予備

費といたしましては、3,600万円を計上いたし

ております。 

 また、大規模災害への対応を可能にする財源

確保はできているのかという点でございます

が、災害予算につきましては、その都度国庫負

担金や災害復旧事業債などに財源を求めた予算

で対応することになるわけでございますけれど

も、必要に応じまして財政調整基金の取り崩

し、あるいは予備費等での対応となるわけでご

ざいます。 

 県の予算の影響につきましては、昨日も西村

議員さんの御質問にお答えをしたとおりでござ

いまして、当市も大幅な財源不足が見込まれて

おります。したがいまして、県の方で縮小され

た予算や県負担分をすべて市が肩がわりするよ

うな状況にはないというふうに考えておりま

す。 

 このため、市民負担や市民生活への影響を勘

案しつつ、事業の内容、負担割合等に応じまし

て個々に対応を検討していかなければならない

というふうに考えております。 

 また、あわせまして、今後とも事業採択に向

けて最大限の努力を行いますとともに、県道改

良事業を初め県事業の推進についてさらなる要

望を行ってまいりたいと考えておりますので、

議員各位におきましても御理解と御協力のほど

よろしくお願いを申し上げます。 

 次に、今後10年間の投資的経費はどれくらい

かとのお尋ねでございますが、現在大洲市総合

計画を策定中でございます。その実施計画に基

づいて実施していくことになりますが、各年度

の財源状況によりローリング方式での対応を図

ることになります。中・長期財政計画で見込ん

でおりますのは、年間45億円程度を見込みまし

て計画を策定しておるところでございます。 

 また一方で、普通建設事業費の財源でありま

す地方債については、平成17年度に公債費負担

適正化計画を策定しておりまして、その計画に

より起債の発行額を抑制していくことになりま

すので、投資的経費はかなり抑えていかざるを

得ないというふうに考えております。 

 なお、公債費負担適正化計画におけます年間

の起債発行額は30億円程度といたしておりま

す。 

 また最後に、合併特例債についてでございま

すが、合併前の新市建設計画策定時におきまし

ては、157億円の発行を計画しておりますの

で、この範囲内で財源の状況を見きわめながら

公債費負担適正化計画のもと活用をしていきた

いと考えております。よろしくお願いいたしま

す。 

 以上、お答えといたします。 

○白石隆壽総務部副部長 議長 

○清水久二博議長 白石総務部副部長 

〔白石隆壽総務部副部長 登壇〕 

○白石隆壽総務部副部長 それでは、私の方か

らは自主防災組織への支援についてお答えをい

たします。 

 議員御指摘のように、自主防災組織は平常時

におきましては、防災知識の普及や啓発、地域

内の安全や設備の点検、それから防災訓練など

を行いまして、災害時に備えるわけでございま

す。また、災害が発生した場合には災害情報を

収集して、その情報を住民の方に迅速に伝えた

り、あるいは初期の消火活動を行ったり、さら

には被災者の援護や避難誘導などの重要な役割

を担っております。市といたしましては、自主
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防災組織の役割を十分に踏まえて、情報連絡や

消火、水防、救護等に要します防災資機材等の

支援を行っているところでございます。 

 また、消防署におきましては、防火訓練ある

いは避難訓練など各種訓練の指導を行っており

ます。 

 議員御質問の自主防災組織に対する支援をど

のように考えているのかということでございま

すが、今後におきましても防災資機材等の支援

を行いますとともに、地域の皆様方の主体性を

尊重いたしまして、リーダーの研修や防災に関

する知識、情報を住民の方々へ積極的に提供を

いたしまして、自主防災組織の育成や強化が図

れますよう地域に応じた指導並びに助言を行っ

てまいりたいと考えております。 

 以上、お答えといたします。 

○垣内哲病院事務課長 議長 

○清水久二博議長 垣内大洲病院事務課長 

〔垣内哲病院事務課長 登壇〕 

○垣内哲病院事務課長 後藤議員御質問中、市

立大洲病院関係について答弁させていただきま

す。 

 お尋ねの小児科の充実につきましては、昨日

桝田議員さんに答弁をいたしましたとおり、当

院の小児科は現在地に移転した直後の平成７年

６月に再開以来、常勤医師の派遣を受けて診療

を行ってまいりましたが、現在は週１回のみの

診療となっております。愛大医学部に常勤医師

の派遣を要請しておりますが、深刻な小児科医

の不足のため、結果的に非常勤医師の派遣とな

っているものでございます。 

 小児救急の１次医療につきましては、市内に

小児科開業医が４院あり、ある程度充足してい

ると思っておりますが、小児救急、２次医療、

３次医療につきましては、宇和島または松山に

行かざるを得ない状況となっております。当院

といたしましては、引き続き常勤医師の確保に

向けて努力をしてまいりたいと考えております

ので、御理解をいただきたいと存じます。 

 以上、答弁といたします。 

○清水久二博議長 次に、水本保議員の発言を

許します。 

○13番水本保議員 議長 

○清水久二博議長 水本保議員 

〔13番 水本保議員 登壇〕 

○13番水本保議員 自由民主党共生派の水本保

でございます。 

 私は、昨年６月の議会をもって財政の健全化

と行政の改革のため、照顧脚下の思いを持ち、

自主辞職をいたしたところでございます。しか

しながら、周囲の方々の力強い激励やら御支

援、そしてみずからの使命感を持ち昨年10月２

日の大洲市議選に再度臨みました。結果、身に

余る御支援により、この場に立たせていただ

き、質問の機会を与えていただきましたことあ

りがたく心より感謝をしておるところでござい

ます。 

 さて、我が国、小泉政権は三位一体による行

政改革、財政の健全化を推し進めてまいってお

りますが、郵政民営化を大きい旗印に、昨年９

月衆議院解散総選挙が行われ、自由民主党が大

勝し、その勢いは一層拍車がかけられたように

思われます。そのような中、大洲市のような自

主財源が乏しい地方行政のかじ取りは困難を強

いられるのは必定であります。合併して１カ年

を経過し、また新大洲市長になられて２年目を

迎えられる大森市長さんには、これからが腕の

見せどころであり、永年議員として培ってこら

れた経験豊かな力量に全市民絶大なる期待を持

って注視しているところでありましょう。一

層、官民一体とするすべての英知を結集しての

取り組みが不可欠であると思います。 

 また、市民に安心と信頼を与えるためには、

リーダー並びにポスト要員がかわろうとも行政

の継続性を重視することは行政をつかさどる者

の責務であることも申し添えまして、通告に従

って質問に入らせていただきます。 

 まず、北只地区土地整理事業についてお尋ね
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いたします。 

 この事業は、北只地区地権者38名の所有する

５万4,800平米の土地の整理事業により、土地

の改良で有益地とするとともに、同地域の交通

体制の充実による緊急時の対応の充実にありま

す。 

 それでは、この事業の経緯について申し上げ

ます。この地域の集落である下松尾地区と新興

住宅地への国道441号からのアクセス道路であ

る生活道が非常に狭隘である上、離合する場所

も少なく、緊急時の消防車や救急車の出入りに

大変困難きわまる地区でございまして、地区住

民より強い要請を以前より受けておりました。

その解決策としては、現道の拡幅は容易でなく

約百数十メートルの道路新設を要望いたしまし

た。松井前助役の提案により村上清吉元市長が

描かれていたという同地区の土地整理事業を国

道441号の改良事業と並行して行ってはと、当

時の担当部課長を交えて方向づけを与えていた

だきました。それが完成すれば北只地区一帯の

接地点が有益な土地となる、また整理事業が諸

事情により長期化するようであれば、事業を前

提とした、まず一本の道路を先行する手もある

と渡りに船の前向きな良案を出していただきま

した。以後、平成16年10月27日、同年12月21日

の２回にわたり南久米公民館において地権者

28名を招集され、説明会を持つなど行政主導で

進められていたわけでございます。その折に

二、三人の消極的な方や反対の意を持った方も

おられたものの、その他の地権者は大変期待と

喜びを感じた会でありました。 

 その後、合併、市長選、市議選と矢継ぎ早に

到来した諸事情により、現在まで何の進展もな

かったことは、地域の方々や地権者の方々が、

多少理解されながらも一昨年の12月から現在に

至るまでに多数の問い合わせとともに、強い要

請があるわけでございます。財源難である現状

とはいえ、事によっては萎縮的な思考だけでな

く、先々を見据えた積極的な取り組みにより税

の増収と市民の生活の向上、地域の活性化は大

洲市の発展の原動力となると思われます。 

 なお、参考までに申し上げますれば、この事

業が完成すれば、私が単純計算をいたしました

固定資産税の評価額から見ますと、現在は農地

ですので１平米当たり約110円の評価基準価格

でございますが、これが整理されまして雑種地

になれば１平米当たり約１万8,000円と計算さ

れ、約180倍となるわけでございます。また、

そこへは新しい居住者もふえてくると思われま

す。これは平成16年度標準評価額を参考といた

しました。それから考えますと、多大なる地域

の付加価値ができ、それに伴って多額の税の増

収につながるものと思われます。だれしもが望

むことである気持ちとして、苦痛を感じての納

税より、喜んで納税ができる環境づくりこそ市

民が期待しておるところでございます。今後の

取り組みをどうされるのかお尋ね申し上げま

す。 

 現在、周辺の小学生が通学路として整備され

てない幅員約２メートルほどの農道を帰ってく

る姿が見られます。早期着工を望んでおられる

大勢の地区の住民の方々にかわり強く要望いた

すところでございます。 

 次に、環境行政の今後の推進と取り組みにつ

いてお尋ねをいたします。 

 今や21世紀は環境の世紀とも言われ、地球温

暖化問題、自然環境破壊等、私たちを取り巻く

環境問題は大変重要視され、人類の存続さえも

危惧されております。 

 そこで、近年この問題に関する関心の高まり

は国際的な兆候であり、各国ともそれぞれの取

り組みを行われているところであります。我が

国においても、平成９年12月に二酸化炭素等温

室効果ガスの排出削減義務等を定めた京都議定

書が採択され、次いで平成13年１月には中央省

庁再編での環境省が発足しております。また、

それに次いで平成14年12月には循環型社会構築

のため、バイオマス・ニッポン総合戦略が閣議
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決定されたことは御承知のとおりでございま

す。このことは、化石資源にかわって、植物構

成物質起源の資源を活用した社会づくり、いわ

ゆる環境型社会づくりを主要とする長期戦略と

聞いております。 

 この流れにより愛媛県におきましては、県民

環境局が平成15年４月に発足されており、各市

町の環境行政に対応されているところでありま

す。私たち大洲市におきましても、今後この取

り組みは大変重要なことと思われます。山積す

る環境問題解決のためには統括する担当部局の

新設により横のつながりを密としながら県部局

とも連携した環境行政ができる体制づくりこそ

必要不可欠であると思われます。 

 そこで、今後私たちに課せられることは、自

然環境の有効利用、資源のむだのない利用と活

用こそ大切であり、そのことにより真に安全で

快適な人間社会づくりができるものと思われま

す。と同時に、自然界、全動植物とともに共存

共栄することができるものと思われます。ま

た、この取り組みにより農業、林業等を初めさ

まざまな分野での新しい取り組みの新事業等の

進出により、いろいろな面で新しい活力が生ま

れることでしょう。そのための環境教育、指

導、方向づけ、対策等が求められるものであ

り、行政の役割は大であります。 

 近隣の内子町では、ごみ収集の分別方法を変

更して、集めた生ごみ等で肥料をつくり販売を

開始いたしましたところ、生産が追いつかない

くらい好評を得ていると聞いております。この

担当者によりますと循環型社会の構築には、ま

ずビジョンの策定が必要で、内子町では合併と

同時に環境整備班を新設し、３名の職員を配備

したと聞いております。新エネルギービジョン

策定委員会を立ち上げておられます。バイオマ

ス事業調査計画書を策定されまして、平成18年

度にはバイオマスタウンの認定を受ける予定と

聞いております。バイオマスタウン構想とは、

国が示した基準を満たした500までの自治体を

2010年までに国が認定し、そこに平成18年度ベ

ースで190億円の事業費が見込まれておりま

す。 

 また、先日県外の先進地の視察に参りまし

た。バイオマス利用の有機栽培農家、またバイ

オマス利用の農業法人設立により年間約２億円

の事業体となっている方もありました。大変感

銘して帰ったところでございます。 

 なお、今年度より徴収が始まりました森林環

境税の使途についてもよく知られてないように

思われます。今後の方向づけをお尋ねいたしま

す。 

 次に、高齢者向け優良賃貸住宅制度の導入に

ついてお尋ねいたします。 

 我が国は、今後の団塊の時代を迎え、一層高

齢化が進むものと思われます。高齢者が安心、

安全な生活を営むことができる住まいづくりを

推進することは、行政にとりましては必要不可

欠であると思われます。現在の高齢化率を見た

とき、2005年度の全国数値は19.9％で、私たち

大洲市にありましては26.9％と愛媛県では13番

目となっております。今後のこの数値はますま

すふえ続け、2030年には全国数値29.6％、愛媛

県にありましては33.2％で、当大洲市におきま

しては33.8％と推定されております。老後の生

活を考えるとき、本人及び家族の者は同居また

は身近においてともに支え合い、互いに状況を

十分把握しながら日々暮らすことができたら

と、だれしも願うところであります。 

 しかしながら、現実には現在の社会情勢、ま

たさまざまな事情により、そのことは大変至難

でございます。現在、合併により大洲市は山間

僻地部がふえ、山間僻地部でのひとり暮らしの

方が多くおられると聞いております。家族の

方々は大変心配されながらの状況であり、大洲

市の独居老人の世帯は日々ふえておると聞いて

おります。現在の社会では、利便に富んだとこ

ろで居住しようとするだけでも、当事者が高齢

者であれば入居を拒否される場合もあると聞い
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ております。そのようなもろもろの問題解決の

ため、平成13年８月に高齢者の居住の安定確保

に関する法律が定められており、この制度の活

用こそ国がこの問題解決のための一方法であろ

うと思われます。この制度は、民間活力を利用

してのバリアフリー、緊急時対応等、病院、介

護施設等の連携体制による官民一体となった安

価で安心、安全な高齢者向けの賃貸住宅であり

ます。この法の活用によりますれば、国及び地

方公共団体からの一定の補助金を受けることが

できます。しかし、最も心配する市の財政負担

といたしましては、家賃の一部負担があるとい

うことであります。また、介護保険に関しまし

ては、全く負担に関係なく、むしろ予防介護的

な面もありますので、健老者としての一日も長

く快適な人生が過ごされるものと思われます。 

 近隣の状況でございますが、私の知る限りで

は松山市でも早くも４カ所が建築されており、

すべて満床となって大変好評を呼んでおると聞

いております。この制度を一日も早く取り入れ

られることを望みます。 

 以上をもって質問を終わります。 

○大森隆雄市長 議長 

○清水久二博議長 大森市長 

〔大森隆雄市長 登壇〕 

○大森隆雄市長 ただいまの水本議員さんの御

質問３点あったわけでございますが、私の方か

らは３番目にお触れになりました問題につきま

して、御答弁を申し上げたいと思います。 

 高齢者向け優良賃貸住宅制度につきましてで

ございますが、高齢化社会の急速な進展に対応

して、増大する高齢者の単身・夫婦世帯等の居

住の安定を図るために民間活力等を活用し、高

齢者の身体機能に対応した設計、設備など良質

な賃貸住宅の供給を促進するためのものでござ

いまして、先ほど議員さんお触れになったとお

りでございます。また、この制度は平成13年に

施行された高齢者の居住の安定確保に関する法

律で定められた支援措置の一つとなるものでご

ざいます。良好な居住環境を備えた高齢者向け

賃貸住宅の整備や管理をしようとする者が供給

計画を作成し、知事の認定を受けた場合、その

整備に要する費用の一部及び家賃の減額に要す

る費用について補助することができるものとな

っておるものでございます。 

 御存じのように、当市は県下11市の中で３番

目に高齢化が進んでおる市でございます。住宅

政策においても高齢者対策は、重要な課題の一

つであるという認識はしておるところでござい

ます。しかしながら、このような高齢者専用の

賃貸住宅やこれに併設することが認められてい

るデイサービス等の福祉施設は介護保険サービ

スの対象となる場合がございまして、介護保険

料のアップに結果としてつながるという可能性

があるわけでございます。このことから、平成

18年度に予定しております住宅マスタープラン

策定等の中では、総合計画、高齢者保健福祉計

画、介護保険事業計画等との調整を図りながら

将来を見据えた住宅政策の一環として検討をし

てまいりたいというふうに考えておる次第でご

ざいます。 

 これら一連のものにつきましては、今までは

知事さんの権限で許可をされとったわけでござ

いますが、平成18年度から市長にその辺の権限

が移るということが多いわけでございます。し

かし、現実の問題としてはこの福祉関係、保健

関係、医療関係、多額の出費になっておるわけ

でございまして、これがもう一番これからの財

政を圧迫する原因になるんではなかろうかと危

惧をしておるところでございまして、よくその

辺のところを、現在のところ１カ所この話をさ

れとる方の声を承っておる事例があるんです

が、そんなことも含めながら総合調整を図りな

がらやっていく必要があろうかというふうに思

っておるところでございまして、議員さんの御

趣旨はよくわきまえまして、検討してまいりた

いと、このように思っとるところでございま

す。 
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 他の問題につきましては、いろいろ経過等も

あるようでございますんで、それぞれの者に答

弁をさせますので、よろしくお願いいたしま

す。 

○首藤馨助役 議長 

○清水久二博議長 首藤助役 

〔首藤馨助役 登壇〕 

○首藤馨助役 水本議員さん御質問中、環境行

政の推進につきまして、お答えをさせていただ

きます。 

 大量生産、大量消費、大量廃棄の社会経済シ

ステムがもたらしました地球温暖化等のさまざ

まな環境問題、このような問題が21世紀の重要

な課題となっておるわけでございます。これに

対応するために循環周期の短いバイオマスを資

源エネルギーといたしまして、持続可能な環境

型社会経済システムの構築が急がれておるとこ

ろでございます。 

 議員御指摘のように、平成14年12月にバイオ

マス・ニッポン総合戦略の閣議決定を受けまし

て、愛媛県においても平成16年６月に愛媛バイ

オマス利活用マスタープランが作成されたとこ

ろでございます。このマスタープランを推進い

たしまして、県内においてバイオマス資源の生

産促進、収集運搬の効率化、利活用技術の開発

普及、バイオマス製品の生産、流通、消費の拡

大等、いろいろなことが連絡調整を図ることを

目的といたしまして、愛媛県バイオマス利活用

促進連絡協議会というのが平成16年11月に設立

されております。大洲市も会員として参加をい

たしておるところでございます。 

 現在、市ではバイオマスの利活用そのものは

行っておりませんが、当協議会を通じまして大

洲市の地域特性に適したバイオマスの利活用を

検討していく必要があるというふうに考えてお

るところでございます。21世紀は環境の世紀と

言われておりまして、環境問題につきまして

は、市民の皆様の関心も高く、住みよい大洲市

を築くために市民、事業者、行政が一体となっ

て環境問題に取り組めるよう広報、啓発活動を

実施いたしておるところでございます。今後も

循環型社会の形成を図ってまいりたいと考えて

おりますので、議員各位の御支援をお願いいた

したいと考えておるところでございます。 

 なお、環境行政の専門部局の創設につきまし

ては、議員御指摘のとおり、重要であることは

十分認識をいたしております。行政改革大綱の

策定に係る協議の中にでも意見が出ておりまし

て、今後検討課題とさせていただきたく考えて

おるところでございます。 

 以上、お答えをさせていただきます。 

○三保禮三建設農林部長 議長 

○清水久二博議長 三保建設農林部長 

〔三保禮三建設農林部長 登壇〕 

○三保禮三建設農林部長 それでは、私の方か

らは北只地区土地区画整理事業についてお答え

をいたします。 

 この事業の可能性につきまして、先ほど議員

さんも申されましたが、平成16年10月に関係地

権者の皆様方がお集まりの席に、それから12月

には代表者を選任して開催をされました代表者

による勉強会の場へ、市からも担当者などが出

向きまして意見交換をさせていただいたところ

でございます。 

 その後、御承知のように、昨年１月に新市が

発足をいたしました。現在、都市計画の分野に

おきましては、おおむね20年先までをにらみま

したまちづくりの指針となります大洲市都市計

画マスタープランの策定に取りかかっていると

ころでございます。土地区画整理事業に関しま

しては、都市計画区域内での公共施設の整備・

改善や宅地利用の増進を図る、こういう目的で

実施していく性格なものでございますので、今

回のマスタープランの策定過程におきまして

も、当該の土地区画整理事業の必要性などにつ

きましても、さらに精査をしてまいりたい、こ

のように考えているところでございます。 

 一方、この事業の予定エリアにおきまして
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は、愛媛県主体によります国道441号の改良計

画が関連してございます。県におかれまして

は、今年度既に平面測量に入っておられまし

て、来年度詳細な設計を実施した後に、地元の

皆さん方の協力を得られましたら、翌平成19年

度からは事業実施の方向に行きたい、こういう

お話でございます。当該の土地区画整理事業に

つきましては、この道路整備の進捗状況も見き

わめながら検討を加えていく必要があるんでは

ないかと考えております。 

 議員さんも御承知のように、土地区画整理事

業につきましては、当然土地の減歩ですとか換

地計画などについて関係の権利者の双方のしっ

かりとした合意形成が大前提となりますので、

短期的に事業実施ができる性格のものではござ

いませんで、ある程度時間をかけて進めていく

必要性の高い事業と理解をしております。地元

の主体性が発揮されてこそ実りの多い事業とな

りますことから、地元におかれましても今後と

も、より詳細な事業の性格や減歩の考え方など

について理解をしていっていただく必要がある

と考えております。 

 以上のような観点を考えてみますと、当該事

業に関しましては、国道の改良に伴います残っ

た土地への影響あるいは民間主体による優良宅

地の供給の可能性などいろいろと都市計画での

位置づけにつきまして、多角的なる検討をしな

がら地権者の皆様方の主体的な取り組み状況も

確認をさせていただきながら、市としての今後

のあり方について検討させていただきたい、こ

のように考えておりますので、どうぞよろしく

御協力いただきたい、御理解をいただきたいと

存じます。 

 以上、お答えといたします。 

○清水久二博議長 次に、山本光明議員の発言

を許します。 

○５番山本光明議員 議長 

○清水久二博議長 山本光明議員 

〔５番 山本光明議員 登壇〕 

○５番山本光明議員 自民クラブ山本光明でご

ざいます。それでは、通告に従い一般質問に入

らさせていただきます。 

 現在、県を初め各自治体では、議会に平成

18年度の当初予算が提案されており、各自治体

とも緊縮予算の横並びで、すべて厳しい財政事

情が影響しております。小泉構造改革は国民の

多くが賛同しているとおり、避けて通れないも

のでございます。私もその趣旨から推進をして

おるところでございます。しかしながら、三位

一体の改革は現在のところ地方交付税の削減だ

けが特出し、自分の足で立つ努力を求められた

側からは急激な変化に悲鳴が漏れているのも実

情でございます。具体的政策の結果として、大

企業のひとり勝ちが起こり、国民は所得格差が

開いて生活は苦しくなっているとの声もござい

ます。既に民間企業では経営の再建に向けて血

のにじむような努力をされ、一部大企業などで

は業績の回復が見られるようでございますが、

大洲市を含む南予地方では公共事業の削減や第

１次産業の低迷などにより非常に厳しい経済情

勢が依然として続いております。 

 加戸知事が、平成18年度当初予算で南予の活

性化に最重点で取り組むということを示された

ことは一点の光としても、日銀が量的金融緩和

策の解除を決められたことは、南予にとりまし

て私は大変厳しく受けとめております。そのよ

うな大変厳しい環境の中で、大洲市は平成18年

度当初予算を提案され、また行政改革大綱を示

され、行政集中改革プランなどに取り組まれよ

うとしております。市町村合併後１年を経過

し、行財政改革、住民福祉のあり方など将来の

大洲市のあるべき姿を真摯に検討され、案を示

されたと思います。 

 そこで、最初に行財政改革についてお尋ねを

いたします。 

 先ほど申し上げましたように、市では大洲市

行政改革大綱及び集中改革プランを示されまし

た。同じように各自治体でも行われていると存
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じますが、３月２日の愛媛新聞に四国中央市の

素案が載っておりました。「職員1,248人から

700人へ削減」の見出しに驚きを持って読まさ

せていただきました。そこで、大洲市と四国中

央市の比較をしてみましたが、平成16年度の決

算分析指標を見ますと、問題となっている公債

費比率は、大洲市20.5％に対し四国中央市

20.3％、起債制限比率は単年度で14.6％に対し

15.5％と危険水域にあるのは大洲市と四国中央

市の２市だけでございました。四国中央市の合

併は大洲市より９カ月早いわけでございます

が、アウトソーシング計画の実施計画の素案を

発表されるなど、まさにスピード、内容とも危

機感を持った改革だと強く感じました。大洲市

も努力はされていると信じますが、市民のため

少しでも早く大胆な改革を強く望むものでござ

います。 

 そこで、12月の定例議会でも質問をいたしま

したが、職員の定員適正化計画についてお尋ね

をいたします。 

 さきの質問では、今年度中に適正化計画を策

定するとのことでございました。また、御答弁

では10年間で100名程度純減するとのことだっ

たと思います。あれから３カ月がたちました。

経済状況もさらなる悪化が予想されます。さき

の四国中央市に倣い、大胆な改革を希望いたし

ますが、御答弁をお願いいたします。 

 次に、集中改革プランについて質問をさせて

いただきます。 

 プログラムでは組織や人事制度の見直しも掲

げられております。大洲市職員の平成17年４月

１日現在での一般行政職の級別職員数の状況は

427名のうち専門員以上の管理職が191名おられ

ます。実に44.7％、約半数近くが管理職であ

り、さきの市長の御答弁の中では、今後10年間

新規採用を抑えるとのことでございましたが、

このアンバランスを大いに危惧するものでござ

います。管理職は超過勤務手当もなく、今回管

理職手当を20％カットされることにつきまして

は、その御英断に頭が下がる思いでございます

が、この問題につきまして行政のスリム化を目

指されている中での理事者の御答弁をお願いを

いたします。 

 次に、地域協働の推進の項目で区長制度、自

治会制度、コミュニティー制度の統一が提案さ

れております。合併した新大洲市の中では旧大

洲市と旧長浜町が区長制度、旧肱川町は自治会

制度、旧河辺村は行政連絡委員制度を採用して

いると聞き及んでおります。合併協議会でもこ

の問題につきましては、合併後に方向性を決す

ることになっているとお聞きをいたしました。

新大洲市は面積的にも432.2平方キロメートル

と大変広範囲に及んでおり、住民自治を強化し

ていくことは今後特に必要だと考えておりま

す。このことは市民の関心も高く、地域に密着

していることだけにいろいろ難しい問題もある

と存じますが、現在の状況と今後の方向性につ

いて御所見をお願いいたします。 

 次に、財政問題についてお尋ねをいたしま

す。 

 昨年９月号の広報「おおず」に大洲市の財政

事情が公表されておりました。平成16年度決算

の状況などがその内容でありましたが、市債の

状況を示した表もあり、それによりますと一般

会計での平成16年度末の市債残高は366億円に

上り、市民１人当たりにすると70万2,492円に

なるとのことであり、市からのメッセージとし

ては、市では合併による合理化や効率化を最大

限発揮させ、健全な財政構造が確立できるよ

う、また将来の世代に負担を先送りしないよう

さまざまな行政改革に努めてまいりますとあり

ました。将来の世代に負担を先送りしないため

には、現実問題として借金の額を適当な規模に

減らしていくことが必要だと考えます。 

 そこで、市民１人当たりにすると70万円にも

上る多額の借入金の残高が平成17年度末にはど

うなるのか。また、平成18年度の起債発行額の

予定とそれに基づく今後の見通しにつきまして
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もお尋ねをいたします。 

 また、起債制限比率につきましては、平成

17年度には危険水域の14％を超えると聞いてお

りまして、非常に厳しい状況であると思いま

す。決算期を迎え起債制限比率を何％と見込ん

でおられるのか、お尋ねをいたします。 

 あわせて、平成18年度以降の見込みについて

もお尋ねをいたします。 

 次に、農業問題のうち、農用地の問題につい

てお伺いをいたします。 

 農業問題は食糧事情と相まって日本における

最重要課題であります。地球温暖化が現実の問

題になっている今日、食糧事情が世界規模で悪

化していることは、私も強い危機感を持ってい

るものでございます。日本は長年農業政策によ

り農業を保護してまいりました。反面、その政

策は一定せず、その一つを取り上げますと、米

増産から一転して減反へと大きく転換し、輸入

自由化等もあり農家は大変厳しい環境にありま

す。 

 愛媛県の2005年農林業センサスの結果を見て

みますと、2000年から５年間で県下の農業経営

体は14％減少しており、15年前との比較では

34％も減少しております。中でも過去１年以上

作付をせず、今後数年間もその意思がない耕作

放棄地は14.6％増の9,618ヘクタールと拡大し

ております。現在の大洲市における状況とその

対策について御答弁をお願いいたします。 

 そういう中で、農振地の取り扱いについてお

尋ねをいたします。 

 確かに農振地としてのメリットは、金融税制

面での優遇措置などを含め手厚いものがござい

ますが、反面、先ほど申しました耕作放棄地も

増加し場所的に農地の集約化もできず、農地の

買い取り制限から買い手もなく、また売れたと

しても農地転用できないため非常に安い地価で

しか売買できないというデメリットを受けてい

る方も多いと聞いております。 

 そこで、来年度から２年かけて農振地域の見

直しを行うとのことでございますが、そういう

事情を踏まえ、どのような方針で行われるの

か、御答弁をお願いいたします。 

 次に、市立大洲病院につきましてお伺いいた

します。 

 自治体病院は地域医療の確保という公共の福

祉の増進を使命とし、同時に常に企業の経済性

を発揮することが求められております。総務省

が発表した平成16年度の公営企業の決算の概要

によりますと、地方公共団体が経営する病院事

業数は728事業で、これらの事業所が有する自

治体病院数は1,000の病院であります。そのう

ち、経常損失を生じた事業数は66.2％で、前年

度に比べ5.4％増加し、一段と厳しい経営状態

になっているとのことでございます。 

 このような中にあって、市立大洲病院は良好

な経営を続けられ、平成16年には地域医療の向

上に貢献するとともに健全経営に努められたこ

とが認められ、自治体立優良病院として総務大

臣表彰を受けられるなど、市民の信頼を得なが

ら地域中核病院として発展されており、病院長

の経営手腕はもとより、関係各位の御努力のた

まものと高く評価するものでございます。 

 そこで、現在地に移転され11年が経過しよう

としておりますが、この11年間をどのように評

価されているのか、まずお伺いいたします。 

 次に、しかしながら国の医療費抑制策のも

と、今回行われる診療報酬の改定は過去最大の

3.16％の引き下げと報じられており、地方にお

ける医師不足による医師確保問題とあわせ、病

院経営はより深刻な状況になると思われます。

診療報酬の改定の子細は今後明らかになると聞

いておりますが、病院経営の影響とその対応に

ついてお伺いをいたします。 

 また、あわせて市立病院としての今後のビジ

ョンにつきましてもお伺いをいたします。 

 次に、大洲市役所庁舎の駐車場についてお伺

いをいたします。 

 大洲市は合併後来庁者も多く、また車社会の
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中で駐車場の確保は重要課題でありました。そ

のような中で、元大洲警察署体育館の跡地の取

得は的を射たことと思っております。 

 しかし、現在のところ、まだ機能しておらず

立体駐車場もほぼいつも満車でございます。駐

車の緩和には至っておりません。今後どのよう

な形で整備されるのか、具体的な計画を示して

いただきたいと思います。 

 また、庁舎玄関前駐車場でございますが、管

理棟は機能しておらず、管理棟を除去し、１台

でも駐車スペースを確保すべきと考えますが、

お答えをいただきたいと思います。 

 また、あわせて車いす使用者用駐車場が１台

のスペースしかございません。法律施行前の建

物のため、法的には問題がないようでございま

すが、平成６年に建設省告示第1987号にて通達

が出されており、また人にやさしいまちづくり

条例やハートビル法も施行されております。大

洲市といたしましても、この問題に積極的に取

り組むべきだと考えますが、御答弁をお願いい

たします。 

 また、正面右手には公園らしきものが設置し

てありますが、利用者は全くといっていいほど

ございません。 

 以上の問題や利便性を考えても、ここを駐車

場にすべきだと考えますが、御答弁をお願いい

たします。 

 次に、市民運動会についてお尋ねをいたしま

す。 

 体育行事等の見直しで、合併により生じてい

る同一事業、複数開催の統合を行い、経費の節

減を図るとともに大会内容の充実に努めるとあ

ります。市民運動会はその競技の中でお互いを

知り、連帯を深め合併後の各地域の融和を図る

ための重要な役目を果たせる最も有効な手段と

考えます。来年度からの市民運動会をどうする

のか、方向性について御答弁をお願いいたしま

す。 

 なお、今までは公民館や各地域体協の意見が

反映されてないという意見もありましたので、

よく協議をしていただきますよう申し添えてお

きます。 

 続きまして、市職員のボランティア活動につ

いてお尋ねをいたします。 

 昨年、一昨年と２年続いての台風の被害は大

変なものでございました。改めまして、被害者

の方々にはお見舞いを申し上げます。 

 そのような中で、昨年10月の臨時会で災害対

策関係の予算が可決されました。炊き出し費

13万4, 0 0 0円、毛布クリーニング代14万

9,000円、床上浸水１世帯当たり１万円、計

166万円。それに対し、災害対策本部人件費は

385万4,000円。総額579万7,000円のうち、人件

費が66.5％、見舞金は28.6％でございました。

地方公務員法や労働基準法などで、やむを得な

いことではありますが、市民感情として納得い

きがたいものがございました。今後、そのよう

な災害がないとも限りません。あのような特別

な事情の場合などでは、職員の一部の方はボラ

ンティアとして活動できないものか。少なくと

も、かわりの日を休みにする代休制度で処理で

きないものか、御意見をお伺いをいたします。 

 また、今各地では自主防災組織が結成されて

おります。各地域が自主的な立場で自立してい

く中で、さまざまな取り組みがなされておりま

すが、市職員は地域に参加する人が少なく、ボ

ランティア意識に欠けているとよく聞きます。

理事者としての意識の高揚を含め、どう考えら

れているのか、お伺いをいたします。 

 以上、今回は私にとりまして２回目の質問で

ございました。具体的な内容について質問をさ

せていただきました。明快な御答弁をお願いい

たしまして、私の質問を終わります。 

○大森隆雄市長 議長 

○清水久二博議長 大森市長 

〔大森隆雄市長 登壇〕 

○大森隆雄市長 それでは、山本議員さんの御

質問中、私の方からは、御本人も言われました
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ように具体的な御質問が多いわけでございまし

て、それぞれ助役以下で答弁を後の問題はさせ

てもらうということにいたしまして、私１点だ

け今後の市政運営の中では一番大事な問題だろ

うというふうに認識をしております区長会と自

治会制度の問題につきまして、今後どう考え

て、今現況はどういう対策をしとるんかという

お尋ねがございましたんで、このことについて

のみ御答弁をさせていただきたいと思います。 

 議員さん御指摘のとおり、旧大洲市、長浜町

では区長会という制度で取り組んでいただいて

おりました。旧肱川町では自治会制度、旧河辺

村では行政連絡委員制度、いまだ完全な統一が

されておらないのが実態でございます。それぞ

れが長い歴史がございまして、独特の活動を行

っていただいておりますので、そういうことに

まだ統一ができておらないというのが実態とい

うところでございます。 

 私も各地へ出向きまして、いろいろな会合に

顔を出させていただきますが、肱川町あたりで

はもう自治会制度が一番理想の制度だという話

を御祝辞の中で何遍もしたんですが、その後よ

く勉強を深めていきよりますと、若干公民館活

動とかそういうものと抵触をして、見直しをす

る方がいいという職員からの提案もございまし

て、なるほどなあということで、今そこら辺を

うまく整合性を図ってやっていこうということ

を検討しておるところでございます。これらの

組織につきましては、地域のコミュニティー、

公民館活動、納税組合などが密接に絡んでおり

ますので、平成17年度においてまず第一段階と

してそれぞれが関係する市の担当部署職員レベ

ルで現状の把握にあわせ調整方針や方向性など

について協議を進めさせ、検討に入っておると

ころでございます。 

 今後の人口動態、少子・高齢化、近所づき合

いの疎遠化などの地域を取り巻く諸問題を考慮

していきますと、その地域に住まれておる住民

の皆さんみずからのアイデアを十分に吸収しな

がら、主体的な地域づくりに取り組める体制が

できていくのが重要であろうというふうに認識

をしておるところでございます。 

 そのために、平成18年度におきまして現在の

区長制度や自治会制度の内容を見直しするべき

ところは見直しをいたしまして、新しい自治会

制度への移行について方針を固めて協議を進め

てまいりたいと考えておりますので、議員さん

方にもまた最前線でいろんな御相談、投げかけ

があろうかと思いますが、どうぞそういうこと

で、いずれは早い機会に市内全域同じようなス

タイルで行政の声が末端まで、また末端の声が

行政にもスムーズに上がってまいりますよう

に、そういう自治会の組織をつくり上げていき

たいというふうに思っておりますので、どうぞ

御協力をいただきたいと、このように思う次第

でございます。 

 あとの問題につきましては、助役以下で答弁

をさせていただきます。よろしくお願いいたし

ます。 

○首藤馨助役 議長 

○清水久二博議長 首藤助役 

〔首藤馨助役 登壇〕 

○首藤馨助役 山本議員さんの行政改革につい

ての御質問中、定員適正化についてお答えをい

たします。 

 行政改革の方策の一つといたしまして、給与

の適正化、定員の適正化というのは大きな課題

となっておるわけでございます。職員数が適正

かどうかというこれを判断する方法といたしま

しては、総務省から地方公共団体の定員モデル

というものが公表されておりまして、これを指

針といたしまして定員適正化を進めるように総

務省から通達が出ておるところでございます。 

 大洲市のモデル対象職員数につきましては、

平成17年４月１日では546人となっておるとこ

ろでございます。ただいまのモデルの人員でご

ざいますがこれは505人でございまして、これ

と比較いたしますと41人のオーバーとなってお
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るところでございます。ただ、この定員モデル

による定員管理につきましては、企業会計など

特定部門を除いた一般行政部門に限られたもの

でございまして、全職員を対象としたものでは

ないわけでございます。 

 したがいまして、企業会計などの特定行政部

門を加えました全体で申し上げますと、さきの

モデル数と単純に比較することができません

が、人口、産業構造等の類似する他の団体等の

状況、これらを比較、検討を行いますととも

に、周辺山間地に集落が点在している当市の地

域性、また行政需要の動向、これなどを勘案い

たしますと、現在の職員数880人から100人を削

減いたしまして、780人程度がおおむね適正な

定員ではないかというふうに考えておるところ

でございます。 

 また、地方公共団体における行政改革推進の

ための新たな指針というものがあるわけでござ

いますが、これでは定員適正化計画において純

減率が4.6％を上回るよう設定をしなさいとい

うふうになっておるわけでございます。 

 大洲市の定員適正化計画では、平成22年４月

１日までには削減目標を45に純減率5.1％をい

たしておりまして、具体的に数値目標を掲げて

いるところでございます。 

 さらに５年後の平成27年４月には、おおむね

適正な定員と思われます780人程度に削減する

ことといたしまして、適正化に努めてまいりた

いというふうに考えておるとこでございます。 

 削減の方法につきましては、職員の新規採用

の抑制が考えられますが、職員の年齢構成等を

できるだけ適切なものにするために、一定の新

規採用は必要と考えておるわけでございます。 

 具体的には、資格の必要な職種を除きまし

て、定年退職者の２分の１から３分の１を補充

する方法により、削減したいと考えておるわけ

でございます。そのためには、スクラップ・ア

ンド・ビルドを基本といたしまして、事務の統

廃合や支所機能の縮小などの必要性が生じてく

るものと考えておるわけであります。 

 なお、関係の一部事務組合等にも職員を派遣

しているとこでございますが、それらの人数に

つきましても検討してまいらなければならない

と考えております。 

 また、議員御指摘の職員の新規採用を抑制す

ることによりまして、一時的に管理職とそれ以

外の職員とのバランスが悪くなるということが

予測されておるわけでございますが、これは組

織運営上余り好ましいこととは考えておりませ

ん。できるだけこのバランスをとるためには、

組織のスリム化、簡素化をしていく必要がある

と考えておるわけでございます。具体的な方法

につきましては、今後さらに検討を重ねなが

ら、役職の簡素化に努めながらバランスのとれ

た構成になるよう配慮していきたいというふう

に考えておるところでございます。 

 今後は、定員適正化計画に基づきまして、職

員数の適正化を図りながら改革を進めていきた

いと考えておるところでございます。山本議員

さんからしっかりやれという励ましだというふ

うに認識をいたしておりますので、市長以下職

員、市民のために一生懸命努力してまいりたい

と考えておりますので、よろしく御協力をお願

いいたしたいと思います。 

 以上、お答えといたします。 

○小泉勝明総務部長 議長 

○清水久二博議長 小泉総務部長 

〔小泉勝明総務部長 登壇〕 

○小泉勝明総務部長 それでは、私からは山本

議員さんの御質問中、市職員のボランティア活

動についてお答えをいたします。 

 ボランティア活動は、社会をよりよくするた

め自分の技能と時間を自主的に無報酬で提供す

るものでございまして、私たちが社会生活を営

む上で必要な相互扶助の精神に基づいた活動で

ございます。ともに築き上げる地域づくりを目

指して参加するものであると考えております。 

 市職員は市民の皆さんや地域に貢献するた
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め、このようなボランティア活動に積極的に参

加しなければならないと考えており、現に清掃

活動あるいはスポーツ、観光人力車運行のスタ

ッフ、地域活動など、さまざまなボランティア

活動に参加しているところでございます。 

 災害時に市職員がボランティア活動として災

害対策を行ってはどうかという御質問でござい

ますが、市職員が災害時におきまして災害対策

本部の指示に基づき緊急連絡等、市民の生命、

財産を守るための業務には的確な判断と適切な

行動が求められるものであります。 

 したがいまして、災害対策本部業務のような

重要な業務には公務として重視しなければなら

ない、すなわちボランティアとして活動するこ

とは適切ではないと考えております。この点は

御理解をいただきたいと思います。 

 しかしながら、厳しい財政状況の中、できる

限り管理職がその職務に従事すること、あるい

は御指摘の代休等の活用を促すなど、時間外勤

務手当を縮減することにより、経費節減を図っ

てまいりたいというふうに考えております。 

 また、災害対策本部の業務とは別に、地域に

おけます災害復旧作業等にボランティア活動と

して参加することが可能なものにつきまして

は、市職員も積極的に参加するよう呼びかけて

まいりたいと考えております。 

 あわせて、災害時以外の地域のボランティア

等への参加につきましても、さらに積極的に参

加するよう呼びかけることといたしたいと思っ

ておりますので、どうか御理解をいただきます

ようにお願いをいたします。 

 以上、お答えといたします。 

○清水久二博議長 しばらく休憩いたします。 

 午後１時から会議を開きます。 

午前11時57分 休 憩 

   ～～～～～～～～～～～～～～～ 

午後１時00分 再 開 

○清水久二博議長 休憩前に引き続き会議を開

きます。 

   ～～～～～～～～～～～～～～～ 

○小島健市企画財政部長 議長 

○清水久二博議長 小島企画財政部長 

〔小島健市企画財政部長 登壇〕 

○小島健市企画財政部長 それでは、財政問題

に関しまして、平成17年度の市債残高と今後の

見通しについてお答えをいたします。 

 山本議員さん御指摘のように、一般会計にお

ける平成16年度末の市債残高は約366億円とな

っており、市民１人当たりにいたしますと約

70万円となります。 

 また、公債費比率は20.5％といった状況でご

ざいまして、市債残高を償還するための予算、

公債費の割合が順次増加してきており、その負

担の適正化は大きな課題となっております。 

 さらに、起債制限比率は平成17年度に14％を

超える見込みとなったため、公債費負担適正化

計画を策定いたしまして、平成17年度中に県へ

提出をしたところでございます。 

 現在、この計画に基づきまして、起債の借り

入れを管理し、公債費比率の低減と市債残高の

減少に取り組んでいるところでございます。こ

のような取り組みによりまして、現在の予定で

は平成17年度末の一般会計の市債残高は約15億

円程度減少し、351億円程度になるものと考え

ております。 

 平成18年度の起債発行予定額につきまして

は、今後の収支見通しや災害の発生状況等によ

り変動いたしますので、未確定要素があるわけ

でございますけれども、適正化計画に基づく適

切な起債発行管理により、平成18年度以降も順

次市債残高の減少を図ってまいりまして、中・

長期的に安定した柔軟性のある健全な財政構造

を構築したいと考えておるところでございま

す。 

 また、起債制限比率につきましては、平成

17年度の決算により確定いたしますけれども、

現在のところ14％台の前半になるものと見込ん

でおります。 
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 今後の見込みでございますが、適正化計画に

基づく適切な起債管理により、順次低減に努め

まして公債費負担適正化計画の最終年度であり

ます平成23年度には起債制限比率を13％以下に

したいというように考えておりますので、何と

ぞ御理解をいただきますようにお願いを申し上

げます。 

 以上、お答えといたします。 

○三保禮三建設農林部長 議長 

○清水久二博議長 三保建設農林部長 

〔三保禮三建設農林部長 登壇〕 

○三保禮三建設農林部長 それでは、私の方か

らは農業問題についてお答えをさせていただき

ます。 

 農振農用地の見直しにつきましては、このた

びの合併に伴いまして、農業振興地域の整備に

関する法律というのがあるんですが、それに基

づきまして、新市の農業振興地域整備計画の策

定を平成18年と19年度の２カ年で計画をしてい

ます。現在は愛媛県の担当者と平成18年度から

の実施に向けての協議を行っているところでご

ざいます。 

 この見直し作業に当たりましては、平成18年

度より計画策定のための基礎の資料を収集いた

しましたり、現地調査の実施及び各農業団体や

集落代表者などの意向調査並びに集落説明会を

開催いたしましたり、既存の農業振興地域の整

備計画、それから各種振興計画との整合性を図

りながら農業振興の方向と整備計画の構想を定

めていきたい、このように考えておるところで

ございます。 

 特に、計画書に定める農用地区域におきまし

ては、今後おおむね10年以上にわたりまして、

農業上の利用を確保すべき土地について設定を

行うものでございますから、既定の農用地区域

の範囲をもとにいたしまして、集団的に存在を

します農地や農業生産基盤整備事業の対象とな

る優良農地の範囲を関係する農業団体など等の

意見聞きながら、十分検討をして守っていかな

ければならない農用地の明確化を図っていきた

いと、こういうことでございます。 

 また、各種農業施策の実施可能性や、先ほど

議員さんも言われましたが、都市開発や整備計

画などとの調整を行いまして、現在農用地に指

定しております、あるいはしてない農地の編入

などについても慎重に検討してまいりたい、そ

ういうふうに考えておるところでございます。 

 ただいま合併後の早急な計画の統一化や見直

しというものが各方面から強く求められており

ますので、今後は本庁及び支所との連携を強化

いたしまして、迅速なる伝達を図りながら農用

地区域の設定方針においてもできるだけ統一的

な運用で見直しを行ってまいりたい、このよう

に考えているところでございます。 

 一方、本市における耕作放棄地の状況につい

ての御質問がございました。現在、関係機関に

おきまして、市内農地の現地調査を行っており

ますが、昨年の調査結果によりますと、国営パ

イロット農地で約74ヘクタール、また平たん部

の調査農地につきましては約20ヘクタール、こ

の土地が管理不良及び耕作放棄の状態となって

おります。 

 また一方、現地調査が完了してないところが

ございまして、中山間部におきましては、多分

約580ヘクタール程度の農地が遊休または管理

不良農地となっているんではないかと思ってお

ります。特に、今言いました中山間部において

耕作放棄地が進んでいるという状況にあると考

えられます。 

 その対策といたしましては、農地流動化の奨

励金交付事業の活用などによりまして、認定農

業者へ農地の集積を行い、それから新規作物の

実証事業ですとか、今一番力になっております

中山間地域等直接支払事業の推進を図りなが

ら、関係機関や団体と連携をしながら、この遊

休農地の解消問題について一生懸命努力をして

まいりたいと、このように考えておりますの

で、どうぞよろしくお願いをしたいと思いま
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す。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

○佐伯幸一総務部副部長 議長 

○清水久二博議長 佐伯総務部副部長 

〔佐伯幸一総務部副部長 登壇〕 

○佐伯幸一総務部副部長 私の方からは庁舎前

の駐車場についてお答えをさせていただきま

す。 

 来庁者の駐車場につきましては、庁舎前の駐

車場及び立体駐車場を御利用いただいておりま

すが、市町村合併に伴う来庁者の増加や申告相

談などの来庁者が集中する時期には駐車スペー

スが不足しているのが現状でございます。 

 このことから、来庁者の利便性の向上を図る

ため、国庫補助事業を活用して旧大洲警察署体

育館跡地を購入し、現在庁舎第２駐車場として

整備をしているところでございます。整備後に

は、一部の公用車を第２駐車場や庁舎裏駐車場

に移動し、立体駐車場の駐車スペースを確保す

るとともに第２駐車場にも来庁者の駐車場所を

確保する計画でございます。 

 また、渋滞を緩和し、よりスムーズな利用を

していただけるよう立体駐車場への誘導につい

て案内表示の設置を検討いたしております。 

 今後におきましては、庁舎前駐車場の管理棟

の撤去を行うとともに各駐車場の利用状況を見

ながら、なお不足する場合には身体障害者駐車

スペースの増設を含めた庁舎前広場の有効活用

につきましても検討してまいりたいと、このよ

うに考えております。 

 以上、お答えといたします。 

○垣内哲病院事務課長 議長 

○清水久二博議長 垣内大洲病院事務課長 

〔垣内哲病院事務課長 登壇〕 

○垣内哲病院事務課長 山本議員御質問中、市

立大洲病院関係について答弁させていただきま

す。 

 議員御指摘のとおり、自治体病院を取り巻く

環境は極めて厳しい状況でございますが、当院

は平成８年度以降、今日まで健全経営を維持し

ております。議員さんを初め市民の皆様の御支

援によるものと心より厚く御礼申し上げます。 

 お尋ねの病院移転後11年間の評価についてで

ございますが、まず移転前後の外来患者数を比

較してみますと、移転前の平成元年度から平成

６年度までの６年間の年間平均外来患者数は８

万6,976人であります。これに対し、平成７年

度から平成16年度までの10年間の年間平均患者

数は13万2,989人であり、差し引き４万6,093人

の増加となっております。移転前に比べ1.53倍

の大幅な伸びを示しております。 

 また、入院患者数は許可病床数が移転時に９

床ふえたことから微増となっておりますが、一

般患者の平均在院日数を見てみますと、平成５

年度は30日であったものが平成16年度には

18.3日となり、急性期型の病院に変貌しておる

ものと思っております。 

 一方、組織体制面では、移転後におきまして

地域医療連携室、訪問看護室、さらに診療録管

理室を設置するとともに、施設基準につきまし

ても看護基準の２対１など、５種類の施設基準

を取得するなどの経営努力を行ってまいりまし

た。 

 さらに、平成16年７月に財団法人日本医療機

能評価機構によります病院機能評価を受審し、

577項目にわたる審査を受けております。この

機能評価受審に先立ち、全職員が一丸となりま

して医療サービス全般の見直しを行い、問題点

の抽出、改善を行っております。しかし、外来

患者数が大幅に増加したために医師が法定数に

達していないと、この一点のみでいまだ認定に

至っておりません。とはいえ、これらはいずれ

も患者様に信頼される良質で安全な医療を提供

し、地域社会に貢献しますという当院の理念や

患者様やその家族の心を理解し、温かみのある

医療を実践しますなど、５項目からなる基本方

針が職員に十分に浸透し、理解され、実践でき

ているあらわれであると思っております。 
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 しかしながら、患者サービス向上のための取

り組みに終わりはありません。全職員が常に医

療サービスの見直しを行い、患者様の信頼が得

られるようさらに努力してまいりたいと考えて

おります。引き続き御支援いただきますようお

願い申し上げます。 

 次に、診療報酬引き下げの影響と、その対応

についてでございますが、診療報酬改定は２年

ごとに行われているものであり、今回の改定は

本体部分が1.36％、薬価・診療材料部分が

1.8％、計3.16％と過去最大の下げ幅となって

おります。単純に当院の医業収益で換算いたし

ますと年間で約１億円の減収になるものと大変

危惧をいたしております。このような厳しい現

実を踏まえ当院といたしましては、職員が危機

感を共有し、患者様サービスに徹するととも

に、企業性を発揮し、市民の信頼と期待にこた

えるべく地域医療の充実確保と健全な経営の確

立に、なお一層努力してまいりたいと考えてお

ります。 

 最後に、市立大洲病院の今後のビジョンでご

ざいますが、これまでの取り組みをさらに充実

させながら病院と診療所の病診連携、病院間の

病病連携を進め、それぞれの病院が専門的な機

能を分担することで地域医療の確保、充実が担

えるよう努めてまいりたいと考えております。 

 また一方で、大学病院や国立病院が２年前に

すべて独立行政法人化されております。新地方

行革指針でありますとか地域医療の確保と自治

体病院のあり方等に関する検討会などからも自

治体病院におきましても民間移譲、指定管理者

制度の導入、広域連携、地方公営企業法の全部

適用、ＰＦＩ事業、地方独立行政法人化の方向

性が示されておりまして、いずれ検討する時期

が来るかと思っておりますが、基本的には地域

の実情に合った必要な医療を確保することが前

提であると思っております。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

○尾崎公男教育部長 議長 

○清水久二博議長 尾崎教育部長 

〔尾崎公男教育部長 登壇〕 

○尾崎公男教育部長 それでは、私の方からは

市民運動会についてお答えをいたします。 

 市民運動会につきましては、昨年は合併１年

目ということで調整ができず、実施できなかっ

たものでございますが、その後の企画会等にお

いて、平成18年度からは全市を挙げて実施する

ことで調整ができ、合併後の市民相互交流の場

として新市第１回目の市民運動会を計画してい

るところでございます。現在、各支所及び関係

機関団体と協議を進める中で、旧大洲につきま

しては14チーム、長浜は２チーム、肱川は１チ

ーム、河辺は１チームの合計18チームが参加す

る方向で、おおむね合意をいただいているとこ

ろでございます。 

 また、開催日につきましては、各地の地方

祭、各小・中学校の運動会及び公民館行事等を

勘案いたしまして、調整を図った結果、平成

18年度は10月１日の日曜日に開催する予定でご

ざいます。今後におきましては、新年度になり

まして企画会及び実行委員会等を開催し、種

目、年齢要件等を協議することになりますが、

各支所及び各公民館また各体育協会等を交えて

調整をいたしまして、さらに実施に向けまして

は、各地域体育協会にも御協力をお願いしてま

いりたいというように考えているところでござ

います。全市を挙げての市民運動会開催とする

ため、各機関、団体と協議を重ね、進めてまい

りたいと考えておりますので、議員各位におか

れましても格別の御理解、御協力を賜りますよ

うにお願いを申し上げまして、答弁とさせてい

ただきます。 

○清水久二博議長 次に、梅木良照議員の発言

を許します。 

○10番梅木良照議員 議長 

○清水久二博議長 梅木良照議員 

〔10番 梅木良照議員 登壇〕 

○10番梅木良照議員 10番自民クラブの梅木で
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す。議長のお許しをいただきましたので、通告

しております項目について質問をさせていただ

きます。 

 大森市長が誕生し、丸１年を経過しました

が、厳しい財政状況の中で、就任後間髪を入れ

ずに取り組まれております土地開発公社の経営

の健全化など長年の負の財産の解決を優先しな

ければならない市政運営は、大変な御苦労がお

ありであろうと推察いたします。この難局を乗

り切り、快適で住みよい大洲市の実現を図るた

めには、市民の皆様の御理解と御協力が何より

も必要なときであります。そのためにも市民と

行政、議会が協働することが何より必要との思

いで質問をさせていただきます。 

 まず、市民への情報伝達機能の確立について

お尋ねいたします。 

 情報伝達機能の確立についての質問は、昨年

の６月議会に引き続き２回目となります。災害

は忘れたころにやってくると申しますが、大洲

市の場合はまだ生々しいうちに災害に見舞われ

ております。しかも、年々被害が甚大になって

おり、被害に遭われた方の心痛は察するに余り

あるものがあります。地震、風水害などの情報

伝達機能の確立は、安心して暮らせるまちにす

るため、欠くことのできないものであり、提案

を兼ねて質問をさせていただきます。 

 本題に入ります前に、今回の当初予算におい

て河辺地域の公共施設の避難箇所２カ所、農業

構造改善センター、地域活性化センターにテレ

ビが受信できるよう要望いたしておりましたと

ころ、早速予算措置をいただきましたこと御礼

申し上げておきます。両施設とも台風などの警

報が出れば、必ずと言っていいほど避難される

方がおいでになる施設です。携帯ラジオはほと

んど外国の放送しか受信できず、肝心の台風情

報が聞けなく、情報不足に不安な思いをされて

おりました。旧村時代から、テレビは備えてあ

るのにアンテナの引き込みがなされていないと

いうお粗末な状況でしたが、今回御配慮をいた

だき、避難された方もテレビを通じて台風情報

などをリアルタイムに得ることができ、大変喜

ばれることと思います。 

 なお、予算は計上していただいたのに台風時

に整備されていないなどということのなきよ

う、迅速に対応していただきますよう要望もい

たしておきます。 

 さて、本題ですが、今回の平成18年度当初予

算において防災行政無線施設基本計画作成業務

委託料210万円が計上されており、その積極的

対応に期待いたしております。しかしながら、

平成15年、16年の２カ年事業で整備した河辺地

域の防災行政無線整備は、屋外受信拡声装置

45局、個別受信機540台に初期投資が１億

8,301万8,000円、維持管理は年間285万円を要

しています。このことから見ても、大洲市の未

整備地区全域の整備を完了するためには、多大

の初期投資費用と維持費が必要になってまいり

ます。現在の大洲市の財政状況から見て、完全

整備完了までには相当の期間が必要ではないか

と思われます。 

 そこで、地域防災情報を携帯電話に配信する

防災ネットを検討されてはどうかを提案いたし

たいと思います。 

 今回、個人視察研修で兵庫県南淡路市の南淡

路市防災ネットを研修させていただき、大洲市

としても検討に値するシステムではないかと感

じました。ドコモ、ボーダホン、ａｕなどすべ

ての携帯電話に対応し、初期投資費用０円、こ

こが大変魅力でありますし、しかもランニング

コストも月10万5,000円、年間わずか126万円で

火災情報や災害時の避難命令などの防災情報を

携帯電話にメールで知らせるシステムです。東

京出張中でも北海道でも携帯電話の受信ができ

るところならリアルタイムに情報が受信できま

すし、大洲市も長浜の青島から四国カルスト付

近まで大変広域になっており、消防団員なども

地域外に勤務される方もさらに多くなります。

防災行政無線では対応できない部分も出てまい
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っておりますとき、消防団員への出動要請、不

審者情報など子供の安心安全にも効果は大きい

ものがあると思われます。初期費用０円でラン

ニングコストもわずか、しかも短時間で整備可

能なこのシステムは、防災行政無線と二重投資

にもならなく、防災行政無線がある地域でも、

ぜひ取り入れたいシステムですので、大洲市も

導入を検討されてはと考えますが、市長のお考

えをお聞かせいただきたいと思います。 

 次に、電子入札制度の導入及び予定価格の事

前公表についてお尋ねいたします。 

 大洲市行政改革大綱案では、電子自治体の推

進がうたわれております。この行政改革大綱に

基づき策定される大洲市集中改革プランの中で

は、時代に応じた入札、契約制度への対応と記

述されており、検討はされていることと思いま

すが、電子政府、電子自治体が急速に進展する

と思われる中、大洲市では電子入札制度導入の

取り組みはどのように考えておられるか、お聞

かせいただきたい。 

 あわせて、予定価格の事前公表についての取

り組みについてもお聞かせいただきたいと思い

ます。 

 最後に、協働のまちづくりについて協働のま

ちづくり条例を検討されるおつもりはないかを

お尋ねします。 

 我が国は今大きな分岐点に立っていると言え

ます。バブル崩壊から15年、日本経済は長い低

迷から脱しつつありますが、この間、構造改革

が推進され、21世紀型のシステムが次々と変革

されました。自立自助の経済システムの確立が

図られる一方で、能力や成果を競う競争の時代

となり、社会の格差が広がりつつあると言われ

ております。地方公共団体においても地方分権

時代を迎え、自主財源の乏しい自治体はさらに

厳しい状況を迎えております。この地方分権時

代にふさわしいまちづくりは、行政だけで進め

るのではなく、市民の皆さんの参加、協力やさ

まざまな役割を担っていただくことが何より重

要であります。バブル期には国も県も、そして

市町村も潤沢な予算があり、住民の要望をほと

んど聞き入れてあげることができました。時の

市長はもちろんですが、議員にとりましても住

民の要望を行政に届けるだけで、その実現が可

能な時期でした。今はどうでしょうか、市民の

皆さんからの要望のほとんどにこたえてあげら

れないのが現実ではないでしょうか。そのつら

さは市長が一番感じられているのではないかと

思いますが、いかがでしょうか。 

 バブル期には何でも行政に頼る市民、何でも

かなえてあげる行政の構図ができ上がっており

ました。そんな時代の行政の過保護が招いたこ

とではありますが、住民が行政に頼ることがふ

え、地域の力が低下していると言われておりま

す。地域の力の復活には地域コミュニティーと

いうまちづくりの原点に返るべきと言われてお

り、地域コミュニティーの原点に返るために

は、市民との協働を基本とした市政運営、地域

の多様な力を結集し、市民との協働を推進し、

市民に支えられて機能する地域社会の実現を図

る必要があるのではないでしょうか。そのため

にも事あるごとに市民にアピールする方法とし

て協働のまちづくり条例を制定し、その意気込

みを市民はもとより全国に発信し、市民との協

働のまちづくりを実現してはどうかと考え、市

長のお考えをお尋ねいたします。 

 今の大洲市政運営には、何よりも市民の皆様

の御理解と御協力が必要との思いをお伝えし、

私の質問を終わります。ありがとうございまし

た。 

○大森隆雄市長 議長 

○清水久二博議長 大森市長 

〔大森隆雄市長 登壇〕 

○大森隆雄市長 それでは、梅木議員さんお尋

ねございました大きいテーマが３つあったわけ

でございますが、３つ目に御質問をされました

協働のまちづくりについて、条例化をする考え

はないのかという御質問について、私の方から
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お答えをしたいというふうに思います。 

 平成12年４月に地方分権一括法が施行されま

して、それまで国が行ってきたさまざまな事務

や権限が地方へ移譲されるようになりました。

各自治体がみずからの決定と責任において、ま

ちづくりを進めていくことが、強く求められる

ようになってまいったのでございます。 

 そこで、全国の自治体におきましては、地方

自治の本旨である自分たちのまちは自分たちが

つくっていくという理念のもとで、市民と行政

とがよりよきパートナーとなり、お互いの知恵

と力を出し合いながら進めるまちづくりとして

協働のまちづくりを進めて、現在いるところで

ございます。そして、そこには市民の意見やニ

ーズなどが十分に反映できる新しいルールづく

りが必要となってまいりますので、その基本と

なるものとして自治基本条例とも言われており

ます協働のまちづくり条例を制定する自治体も

現在出てきておるところでございます。 

 本市におきましても、合併をいたしました旧

４市町村の住民組織の見直し、統合を進めてい

る段階でありまして、先ほど午前中の御質問で

もお答え申し上げましたように、それぞれ異な

る形態で長らく運営をされておりました自治会

や区長会、コミュニティー組織等を統一して、

一体的な運営を目指しているところでございま

す。 

 まずは、このような住民自治組織を統一的な

ものとし、住民相互の一体感の醸成に努めなが

ら、新市として１つになったということを実感

していただくことが、まず新しいまちづくりの

第一歩ではないかというふうに考えておるとこ

ろでございます。 

 こんな状況の中にございますので、議員さん

御提案の条例の制定ということにつきまして

は、これら住民組織のあり方の検討や統一に向

けた作業の進捗状況を踏まえながら考えさせて

いただきたい、今後における検討課題というふ

うにさせていただきたいというふうに存じてお

る次第でございます。 

 なお、現在策定中の新市総合計画におきまし

ても、協働のまちづくりを基本理念の一つに掲

げておるわけでございまして、今後は市民の皆

様とともに知恵を出し合いながら力を合わせて

まちづくりを進めてまいりたいと考えておりま

すので、今後とも議員さん各位の御指導と御協

力をお願いするものでございます。 

 いずれにしましても、先ほど結びに言われま

したように、大変やりたい、やったらいいとい

うことは盛りだくさんにあるわけでございます

が、なかなか一足飛びにまだできておらない点

が多いわけでございますが、ただ長い歴史の中

で、せんだってラジオを聞いておりましたら言

っておりました。かつて、二宮尊徳先生――二

宮金次郎、学校にはありましたが、銅像が。最

近はもうほとんどなくなりまして、あの像を見

ながら思った人があるそうでございます。先生

が残されとる本に、道徳を考えずにやる経済は

犯罪である、これまさに最近のライブドアの問

題あたりを指して言っとるんだろうと思うんで

すが。また逆に、経済を考えずに道徳ばかり言

うのは寝言であると、まさに現代の我々、議員

さんも同じでございます、私も同じだと思いま

すが。この相反することは、非常に大事なこと

だなと思ってしみじみラジオを聞いたわけでご

ざいますが、経済性を考えずに道徳ばかり言っ

とるのは寝言だと、また逆に道徳観のない経

済、利益追求ばかりやるのは、これはまことに

犯罪であると。きのうですかきょうですか、ラ

イブドアの問題も東証の上場から消えたそうで

ございますが。 

 そういう状況の中で、行政をこの三位一体と

いう名のもとに権限だけやるぞと言われまして

も、裏づけがないわけですから非常に難渋をし

ながらこの小さい自治体を預かっておる私とし

ましても皆さん方としても、いろんな地域の要

望があろうと思いますが、取捨選択をしながら

優先順位をもってやっていかなければならな
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い。この相矛盾した厳しい現実を踏まえながら

頑張っていきたいというふうに思っております

んで、どうぞよろしくお願いをしたらと思いま

す。 

 他のことにつきましては、またほかの者で答

弁をいたしますので、よろしくお願いいたしま

す。 

○小泉勝明総務部長 議長 

○清水久二博議長 小泉総務部長 

〔小泉勝明総務部長 登壇〕 

○小泉勝明総務部長 それでは、私からは電子

入札制度の導入及び予定価格の事前公表につき

ましてお答えをいたします。 

 当市におきましては、従来から公共工事等の

発注、契約において、公平性、透明性、競争性

の確保に努めておりまして、適切かつ適正な入

札契約業務の執行により、市民の皆さんの信頼

確保を図っているところであります。 

 まず、御質問の電子入札制度の導入について

の取り組みについてでございますが、これにつ

きましては12月議会でも武田議員さんに御答弁

をいたしたところでございますが、議員御指摘

のとおり、御承知のとおり、電子入札の仕組み

につきましては、インターネットを使って指名

から落札までをパソコンの画面上で処理すると

いうものでございます。この電子入札の導入状

況でございますが、現在県下の20市町の中で導

入しておりますのは松山市のみでございます。

それも一部の大規模工事についてということで

ございます。 

 このような現状の中、当市におきましては

2010年度を目標に導入を考えておるところでご

ざいますが、これにつきましてもシステムの構

築あるいは業者側の受け入れ体制のこともあり

ますので、実情を的確に把握しながら、また近

隣の市町の状況等も考慮に入れまして、対応し

ていきたいと考えておるところでございます。 

 次に、予定価格の事前公表の方針についてで

ございます。 

 予定価格の事前公表に関しましては、現在県

下20市町の中で12の自治体が行っている状況で

ございます。この予定価格の事前公表につきま

しては、落札率の高どまり、あるいは談合を助

長するのではないかと、こういった懸念もまだ

ございますので、今後公表によりますメリット

も十分考慮に入れまして、慎重に検討してまい

りたいと考えておるところでございます。 

 なお、今後におきましても、時代に応じまし

た適正な入札契約事務が行えますよう制度の見

直しを随時行い、その効果を検証しながらより

よいシステムづくりが重要であると考えており

ますので、どうか御理解をいただきますように

お願いをいたします。 

 以上、お答えといたします。 

○白石隆壽総務部副部長 議長 

○清水久二博議長 白石総務部副部長 

〔白石隆壽総務部副部長 登壇〕 

○白石隆壽総務部副部長 それでは、私の方か

らは携帯電話を利用した防災ネットの構築につ

いてお答えをいたします。 

 議員御指摘のとおり、情報伝達機能の確立に

つきましては、災害に強いまちづくりを推進す

る上で、極めて重要なことであると思っており

ます。そのようなことで、当市におきまして

は、御案内のとおり新市建設計画の中で防災行

政無線の整備が位置づけられております。 

 また、今後の整備計画につきましては、昨日

申し上げましたように平成18年度に基本計画の

策定を行いまして、19年度に実施設計、20年度

から施行する予定でございます。 

 したがいまして、今回御提案をいただきまし

た緊急防災情報を携帯電話に配信する防災ネッ

トの事業化につきましては、既に新市の主要事

業として計画に上がっております防災行政無線

との比較検討を行う必要がございますので、今

後資料等を取り寄せまして、そのメリット、デ

メリットなどについて十分検討してまいりたい

と考えておりますので、御理解のほどよろしく
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お願いを申し上げます。 

 以上、お答えといたします。 

○清水久二博議長 次に、大野新策議員の発言

を許します。 

○29番大野新策議員 議長 

○清水久二博議長 大野新策議員 

〔29番 大野新策議員 登壇〕 

○29番大野新策議員 日本共産党の大野新策で

あります。今議会は平成18年の第１回定例会と

いうことで、私は発言通告に基づきまして、市

長初め担当部課長に質問を行いたいと思いま

す。 

 今、国会は衆議院から参議院に審議の場が移

り審議が進められております。今国会は、小泉

内閣と自公連立与党が進めるアメリカとの軍事

同盟を優先をさせ、憲法改悪を行い、第９条を

なくして海外でアメリカとともに戦争できるよ

うにするため憲法改悪をする国民投票法案をつ

くっていく、こういう動きがあります。 

 その一方で、国民には負担増と大増税計画、

消費税の大幅引き上げなど暮らしや福祉破壊を

進める政策と予算の審議が行われております。

国民の命と健康、安全を脅かす、うそと事実隠

しの耐震偽装問題、ＢＳＥ牛肉輸入の問題、小

泉首相やマスコミが勝ち組とあおって、法に触

れてもつかまらなければ勝ち組として生き残れ

ると持ち上げたホリエモンが率いるライブドア

の株式操作疑惑問題、防衛施設庁の天下りと公

共事業入札問題、これらは４点セットと言われ

て、これらの問題の徹底究明を行うことが、政

治の信頼を取り戻す絶好の機会だと注目をされ

ていたところであります。 

 しかし、にせ情報に基づいてメール問題を取

り上げた民主党の議員の質問で、政府・与党は

息を吹き返した。今、国会は白けムードであり

ます。４点セットの解明は多くの国民が徹底究

明を求めている問題でもあります。国会は国民

が納得のいく解明を図って、政治の信頼を一日

も早く取り戻していくべきであります。 

 愛媛でも今２月県議会が開かれております。

大幅な財政危機で歳入が落ち込み、知事公舎や

県有地の売却、特別職の給与カットや職員給与

の引き下げ、地方局の統廃合、職員削減、また

市町への補助金の引き下げや負担金の削減で、

この財政難を乗り切るとしています。県は財政

難というのなら大型港湾などの公共事業や、流

域の住民の多くはむだな公共事業として反対を

している山鳥坂ダム建設に５億2,000万円をつ

ぎ込むこういうことをやめて、むだな事業見直

しや不要不急の事業見直しを行って、県民の納

得のいく予算編成を望むものであります。県で

も大洲市でも、小泉内閣が進める構造改革のも

とで三位一体の改革が押しつけられ、県でも大

洲市でもその影響が議会の予算にも反映をして

おります。 

 市長は小泉内閣が進める構造改革三位一体の

改革をどのように評価をしておられるのか、ま

た今後大洲市にどのような影響が出ると考えて

おられるのか最初に所信を伺い、通告に基づく

質問に入りたいと思います。 

 質問通告の第１は、平成18年度予算の編成に

ついてであります。 

 大洲市は、昨年、旧大洲市、長浜町、肱川

町、河辺村の４市町村が合併をして新市となっ

て２年目です。 

 まず１点目は、合併してもサービスは高い方

に負担は低い方に合わせていく、住民負担を軽

くするというのが市民への公約でありました。

合併してよかったと実感できる施策は、この平

成18年度予算案でどのように生かされているの

か、まず伺いたいと思います。 

 ２月28日に開かれました議案の説明会の席上

で、助役は学校の校務員の配置をする、給食費

から燃料費を取っていたが、今後はやめて給食

を充実させることなどで取り組むと説明をされ

ました。３月８日の議案説明で市長は、平成

18年度から校務員が配置されていなかった河辺

の小学校、中学校、肱川の大谷、中野、正山、
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予子林、各小学校に学校校務員を配置すると提

案をされました。この問題は、我が党の梅木加

津子前議員が合併前の河辺村議会でも取り上

げ、合併後の昨年３月と６月議会の質問で取り

上げて、一日も早く配置すべきだとの質問を行

いました。市内の６校に学校校務員が配置され

ていなかったということもわかった。教育委員

会は前向きに取り組んでいくと答弁をされて、

今回住民サービスが生かされた一つの事例とし

て私も受けとめました。 

 しかし、内容を見ますと、校長に電話をして

確かめてみました。３月に開かれた校長会で校

務員を４月から配置する、勤務時間は４時間程

度、それも臨時職員、採用は校長が決めよとい

う報告と説明があったと言われております。現

在、市内に配置をされている校務員は正職員で

あります。人事異動も毎年行われて、市内の

小・中学校で勤務をしておりますけれども、今

回提案をされているような変則的な勤務時間と

身分、また校長の判断で地元の人を採用させる

というのは、私は問題だと考えます。正職員の

配置を行って、市内で校務員の人事交流も含め

た対応をすべきだと考えますけれども、見解を

伺いたいと思います。 

 ２点目は、合併後に選任をされた地域審議会

についてであります。 

 昨年11月14日から25日にかけて第１回の会合

を開いたと報告をされました。新市計画を進め

るために地域の重要課題、要望をまとめ理事者

に反映するとして、旧市町村で各15名の委員を

選任されたところであります。平成17年度の審

議会でどのような要望が出され、それが集約さ

れているのか、活動の報告とあわせて具体的な

説明を求めるものであります。 

 また、市長は今年度どのような問題をこの地

域審議会に諮問しようと考えておられるのかも

伺いたい思います。 

 ３点目は、旧市町村の重要施策と要望、これ

は平成18年度予算にどのように反映をされてい

るのか、また残事業としてどのような事業があ

るのか、今後の事業化についても具体的に伺い

たいと思います。 

 ４点目は、暮らしと福祉の問題であります。 

 小泉内閣が進める構造改革路線のこれまで

は、国民には大幅な負担増を押しつけ、大企業

には空前の利益をもたらした。格差はないと国

会でも盛んに強調をされてきたところでありま

す。しかし、勝ち組、負け組という言葉も当然

のように使われておりますけれども、ホリエモ

ンのような人は別といたしましても、まじめに

働く国民が私は負け組だとは思いませんけれど

も、暮らしや福祉が後退をし、格差が広がって

きている、これはだれもが実感をしているとこ

ろであります。 

 大洲市でも、生活保護世帯は市内で平成13年

度159世帯178人が、平成17年度は211世帯257人

にふえています。平成13年度は旧大洲市だけで

見ましても135人であった就学援助受給者は平

成17年度は222人にふえ、新市では253人という

ことであります。これらの事実を見ましても生

活が苦しくなっているのが現実であります。市

内でも格差が広がっているのは確実でありま

す。 

 また、国保税についても平成13年度の未収、

収入未済額は滞納繰越分を含めて２億93万円で

ありますが、平成16年度は２億7,837万円にな

っております。現年課税分を見ましても、平成

13年度は5,813万円が平成16年度には8,647万円

と大幅な滞納、未収になっております。まさ

に、生活に密着している基礎の部分への影響が

大きくなっていることがわかります。国保の短

期証明も、平成13年度は45世帯から平成16年に

は101世帯と倍加をしております。国保の減免

規定を適用しても、これだけの滞納者が生まれ

ているわけですから、市民の負担が大きくなっ

ていることは明らかであります。国の負担率を

元に引き上げさせていくことが必要だと思いま

す。国保税の軽減のためにも国の負担率を元に
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戻すように国へ働きかけを行うことが求められ

ていると思いますけれども、市長の所信を伺い

ます。 

 また、４月から実施をされる税の滞納整理機

構への移行を国保税に限って伺いますけれど

も、どのようにされるのか報告を求めるもので

あります。 

 次に、４歳未満児の医療費無料化について改

めて見解を伺います。 

 ３歳児は416人、現在県の制度で３歳未満の

児童は医療費が無料でありますけれども、１歳

引き上げて４歳未満の児童の医療費を無料にす

るのに、昨年は2,050万円かかると試算をされ

ておりました。今年度、試算をしてもらいます

と、市の負担は1,300万円あればできるとの資

料をいただいたわけであります。担当課では、

国に対しては対象年齢の引き上げを県を通じて

毎年要望してきた、平成18年度も改めて要望し

ていると、これは12月議会でも答弁をされたと

ころであります。 

 既に、四国中央市や八幡浜市では、市民の要

望にこたえて４歳未満児の医療費が無料化され

て喜ばれております。旧河辺村では実施をされ

ていた事業であります。サービスを高い方に合

わせるという市民への約束を実行していくなら

ば、大洲でも国や県の施策を待つのではなく、

市長の独自の判断で実現できる制度であります

から、政治姿勢の問題でもありますから、もう

担当課の答弁は要りませんから、市長の見解を

改めて伺いたいと思います。 

 次に、学童保育の実施について改めて質問を

します。 

 私は、昨年の12月議会でも学童保育を一日も

早く行うよう教育長の見解をただしました。集

計途中と報告もありましたけれども、1,369人

からのアンケートをとって、希望者も128人と

のことでありました。昨日の答弁では、164人

の希望があったと答弁をされたところでありま

す。喜多小、大洲小、平小で希望者が多いとい

うのは、アンケートでも示されているとおりで

あります。これらの学校では空き教室がないと

いうことで、教育委員会では平成18年度中には

実施できるようにすると答弁をされたところで

あります。現在、喜多児童館で行われている学

童保育というのは変則的な対応でありますし、

私は一日も早く希望者が望む学童保育が行われ

るように期待をするところであります。改めて

今後の取り組みについて伺いたいと思います。 

 次に、介護保険の問題について伺いたいと思

います。 

 今議会は、介護保険料の引き上げが提案をさ

れております。日本共産党は、介護保険料の大

幅な引き上げをやめて、暮らしと福祉を充実せ

よと申し出をしてまいりました。 

 改めて伺います。計画では、第２期介護保険

料基準額は月額3,214円でありましたけれど

も、平成18年度から始まる第３期介護保険料基

準額は、月額3,745円に531円引き上げることに

なっております。引き上げ率も大洲は10.7％、

長浜24.5％、肱川36.6％、河辺では49.8％と大

幅な値上げ案であります。とりわけ、河辺では

月額2,500円の介護保険料が一挙に3,745円、約

50％の引き上げになるわけでありまして、暮ら

しを直撃すると考えます。保険料の改定は、暮

らしの実態に合わせて、緩和策を含め段階的な

引き上げができないのか、まず伺いたいと思い

ます。 

 また、平成18年度以降は同一のサービス水準

が確保できるように努めると明記をされており

ますけれども、旧町村でのサービス水準がどの

ように確保されているのか、今後の計画も含め

具体的な説明を求めます。 

 質問の大綱２番目は、山鳥坂ダム建設を中止

して清流と自然を守り、治水対策を進めること

についてであります。 

 １点目は、山鳥坂ダムの中止を求めることに

ついてであります。 

 私は、山鳥坂ダム建設反対、治水は鹿野川ダ
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ム改造と河川改修、堤防整備を行って、流域住

民の皆さん方が安心して住み続けられる地域づ

くりを改めて表明するものであります。山鳥坂

ダム環境検討委員会は、環境アセスを進める報

告書として、３月９日に環境アセスの問題を発

表いたしました。内容は、３月５日の新聞紙上

でも報道をされたところでありますけれども、

国土交通省は、アセスの基礎資料で流域にクマ

タカの営巣が見られない、確認されていない、

巣をつくるような樹木はないといたしまして、

クマタカを注目種から外して、建設には問題が

ない、こういう見解を示しています。 

 国は、今厳しい財政難の中で、公共事業の見

直しを全国的に行っておりますけれども、流域

住民が長年、治水効果のない山鳥坂ダムはむだ

なダムだと建設反対の運動を続けているわけで

あります。山鳥坂ダムの建設を何が何でも進め

ようとしているのが国の態度であります。山鳥

坂ダムを建設しても、あと幾つものダムをつく

らなければ、大洲、長浜地区の治水はできない

というのが国土交通省の説明であります。治水

効果のない山鳥坂ダムに今年度もダム建設予算

として10億円余の予算をつける、県も５億円の

負担を行うとしております。肱川水系河川整備

計画は30年というスパンですけれども、ダム建

設が第一で、住民の要求である鹿野川ダムの改

造や河川改修、堤防整備はダム建設を行うため

の従属的な目標とされていることを多くの住民

は知っています。河辺川流域の住民が安心して

住める地域づくりと暮らしの再建、環境整備を

行って、流域の貴重な自然と動植物の保護を行

うべきであります。そして、ダム建設を中止し

て、鹿野川ダム改造、河川改修と堤防整備を優

先して行うように国や県に要望されるように要

求をするものであります。市長の所信を伺いま

す。 

 ２点目は、肱川の清流を守ることについてで

あります。 

 清流保全審議会の委員が15人以内で委嘱をさ

れ、清流保全の活動をされておりますけれど

も、審議会の活動がどのようになっているの

か、まず伺いたいと思います。 

 あわせて、審議会のもとに河川美化協力員を

30名委嘱しておりますけれども、委員に選任さ

れたある方からは、これまで何回もレポートを

まじめに出してきた、しかし活動報告はまとめ

られた形跡がない、どうなってるのか心配だと

言われております。これまでの活動をどのよう

にまとめておられるのか、また委員の選任はど

のような基準で行われているのか説明を求めた

いと思います。 

 最後に、その他市政について２点だけ質問を

いたします。 

 １点目は、多くの市民がその後どうなってい

るか、どう処理されたのかと疑問を持っている

大洲温泉株式会社への出資金の処理についてで

あります。 

 大洲市は、２株の所持をしておりましたけれ

ども、どのような処理がされたのか説明を求め

たいと思います。 

 ２点目は、住民投票を求めた署名収集人の氏

名公表問題。 

 プライバシー侵害の裁判は、高松高裁で市の

敗訴決定判決が出されました。現在、最高裁へ

控訴しておりますが、その後の経過をまず報告

いただきたいと思います。私は、控訴を取り下

げて関係者への謝罪と、一日も早く和解を行う

ように求めるものでありますが、行う計画はな

いか、考えはないか、こういう質問をいたしま

したけれども、市長も交代をされたことであり

ます。改めて見解を伺いまして、通告に基づく

私の質問を終わります。 

 口早になりましたけれども、お聞き取りいた

だき、正確な答弁を求めたいと思います。あり

がとうございました。 

○大森隆雄市長 議長 

○清水久二博議長 大森市長 

〔大森隆雄市長 登壇〕 
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○大森隆雄市長 それでは、大野議員さんの盛

りだくさんな御質問、私の方からは、特にお名

指しがございました三位一体改革の評価、大洲

市への影響について、それから４番目の４歳未

満児の医療費の無料化について、特にこの点、

お名指しでございましたので、まずお答えをさ

せていただきたいと思います。 

 三位一体改革につきましては、きのう来たび

たびお話しをしとります。御答弁をさせてもら

っとりますとおりの実感でございますが、御案

内のように、政府の聖域なき構造改革の一環と

して、官から民へ、国から地方への流れの中、

地方が決定すべきことは地方みずからが決定す

るという地方自治本来の姿の実現に向けて、地

方自治体の財政基盤や自立性の強化を実現する

ため、国から地方への権限の移譲、国庫補助負

担金の削減、地方交付税の見直しを一体的に行

うというものでございます。地方が決定すべき

ことは地方みずからが決定する。最大の課題に

つきましては、地方の財政基盤を確立すること

により地方の自由度を高め、真に住民に必要な

行政サービスを地方みずからの責任で自主的、

自立的に提供できるようにすることというねら

いでございます。 

 国と地方との改革は、常にこのことを念頭に

置き、進める必要があると考えておりますが、

平成16年度からの３カ年にわたる三位一体改革

は、急激な財政環境の変化をもたらし、大洲市

のように非常に小規模な自治体の、脆弱な財政

しかない自治体におきましては、より厳しさを

増したと実感しておるところでございます。何

事につきましても、今までと違うことが行われ

る場合や物事が変化するときには、抵抗や摩擦

を伴うものでございます。また、新たな光と陰

の部分も生じると思われるものでございまし

て、しかしそのことを恐れていては時代や社会

情勢の変化には対応できなくなるということ

も、県下の合併の進み方、その過程を見ており

ましても間違いのないところだろうというふう

に思います。 

 そのようなことから、構造改革が必要と考え

ておりますが、みずからが変革する努力を恐れ

るものではありませんが、しかし今回の三位一

体改革の評価につきましては、みずからのこと

はみずからが決定する分権型社会の実現をする

ために、財政基盤の確立に向けた地方の立場で

の改革であったのかどうかと問われましたら、

批判的にならざるを得ない一面が私もあるとい

うふうに思っております。 

 すなわち、分権の裏打ちとなる財政的な措置

が、十分に反映しておるということにはなって

おらない面が多分にあるなあというのが、私の

偽らざるこの１年間やらせてもらっての実感で

ございます。 

 今後の影響でございますが、地方交付税につ

きましては、再三御答弁申し上げましたよう

に、平成17、18年度は、地方公共団体の安定的

な財政運営に必要な地方交付税など、一般財源

の総額は確保するという合意があるわけですか

ら、平成17年度及び18年度地方財政計画におき

ましては、地方税と地方交付税とを合わせまし

た一般財源総額は確保されております。しか

し、平成19年度になりまして、それ以降につき

ましては、全く白紙の状態でありますから、国

の財政再建路線の影響も含めまして、その見通

しを、今どうなるのかと問われましても、なか

なか情報不足といいましょうか、先の見通しが

立ちにくいと申しましょうか、そういう状況

で、非常に不安定な予測しかできないというの

が実態でございます。 

 また、平成19年度以降の第２期改革につきま

しては、地方六団体では交付税改革や、国と地

方との税源配分のあり方などにつきましても、

地方分権のビジョンを提言してもらうため、有

識者にも加わっていただきまして、新地方分権

構想検討委員会をことし１月に設置して、既に

準備を始めてもらっております。今後、地方の

意見をそういうところも通じながら、意見を集
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約し、国と地方の本来のあり方や財政措置につ

いて検討されるものと考えておりますが、いず

れにいたしましても、地方の意見が十分に反映

された真の地方分権の実現が達成できるよう、

今後の三位一体改革に対しまして、引き続き私

ども地方の生の声を届けていく必要があろうか

と考えておりますので、御理解と御協力をお願

いする次第でございます。 

 それから、お尋ねがございました平成18年度

当初予算編成の考え方のうち、４歳未満までの

通院医療費無料化についてでございますが、現

在乳幼児に対する医療費助成につきましては、

少子化対策などの一環として、就学前までの入

院と３歳未満の通院に対する自己負担額を、県

の補助を得て全額助成いたしておるところでご

ざいますが、議員さん御質問の４歳未満までの

通院医療費無料化を実施いたしますと、現時点

での試算で1,300万円の財政負担が生じるんで

はないかと考えております。 

 なお、財政負担につきましては、毎年の対象

人数や医療費により若干の変動はあるものと思

っておりますが、乳幼児に対します医療費負担

につきましては、今、国会で審議されとります

ように、３歳児未満は一般より低い２割負担が

適用されておりますし、平成20年度から就学前

まで拡充されることになっておるわけでござい

ます。また、小泉首相の年頭所感では、今後少

子化が進んでいくだろうと、社会全体で子供た

ちを健やかに育てていこうという環境整備に邁

進をしていきたいと述べられておるわけでござ

いまして、その対策の一環として６歳児までの

医療費を全額無料化する方向で検討に入ったと

いう報道をされておるところでございます。 

 さらに、少子化担当大臣の発言としまして、

お勤めになっとります女性の仕事と育児の両立

支援のための子育て減税導入や出産無料化など

持論を展開されて、今全国を回っておられると

ころでございますが、経済力の低い若年夫婦層

に重点を置き、財政支援により少子化に歯どめ

をかける考えで、今後少子化担当大臣を中心に

多方面にわたり議論がされるんではないかと考

えておるところでございます。 

 以上のように、少子化問題につきましては、

大きな社会問題となっておりまして、たかだか

一市町において解決できるような問題ではない

と考えておりますが、大洲市といたしまして

も、一日も早く国による少子化対策事業の実現

を要望してまいりますとともに、現時点では現

制度の範囲内で、昨日も申し上げましたよう

に、当市といたしましてもやれることから手が

けていく。それはささやかなことかもしれませ

ん、運動としては小さいことかもしれません

が、しかしやれることからやって対応をしてい

く、そのことがこの大きい国民的課題の少子・

高齢化の中での子育て対策の一環として進んで

いくんではなかろうかと信じておるところでご

ざいます。 

 その辺のところを考えておるわけでございま

して、あと滞納整理の問題、国保税の問題と絡

めてでございますが、これにつきましては、現

在３年目でしょうか、２年目ですか、来年もう

１年ということでございますんで、２年です

か、ごめんなさい。数年にわたって県の方へ職

員を派遣しております。滞納は余り好ましくな

いことなんですが、現実としてはどんどんふえ

ておるのが実態でございまして、これをどう整

理していくかということが、もうこれは全国的

なテーマでございまして、なかなか素人で回収

するということが、やっぱり専門的な知識とい

いましょうか、そういう方々の知恵もかりなが

ら、手法も学びながらやらないとなかなかでき

ないということのようでございまして、事務所

も新年度に構えられまして、私方の職員ももう

１年残してくれということの要請がございまし

て、勉強を１年余分にさすようにしとります。

１年たって帰りましたら、当然この滞納整理の

任務に当たらせて、得て戻ったことを使って、

頑張って数字として上げてもらいたいと思っと
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るわけでございまして、非常にこの問題は社会

的傾向になっとりまして、大洲だけの問題では

ございません。それと、合併いたしまして、納

税組合とかあったわけですが、そういう問題の

扱い等の絡みもございますし、非常に税金の問

題、これから時間を割いて意を注がないといけ

ない大事な問題だなというふうに認識をしてお

るところでございます。 

 それから、山鳥坂ダムにつきましては、私は

少し大野議員さんにも褒めてもらうんかなと思

っとったんですが、見解の相違といいましょう

かということで、ダムは要らんという話でござ

いますが、しかし私就任させていただきまし

て、何回となく高松、東京、県庁へ参りまし

た。話しますたびに、やはり相手には相手の意

見といいましょうか、そういうものもありまし

て、私方は私方の長い、きのうから話をしてお

りますように、４分の１世紀にもわたろうかと

いう長い歴史があるわけでございますから、そ

れを踏まえて一生懸命お願いをして回るという

ことで、最終的にはやっぱりどういう形で折れ

合うかということが、こういう問題も含めまし

て、交渉事だろうと思います。 

 一つの方向が整備計画ということで出たわけ

でございますから、もうこのことは狂うことな

く、私はその方向に向けて邁進をしていくとい

うことが、私の大洲市を預かっておる、流域全

体が合併をして一緒になった、この命題の解決

方策だろうというふうに認識をしております。

ですから、このことにつきましては、大野議員

さんとも長い間いろいろやり合ってまいりまし

た歴史があるわけでございますが、もう今とな

りましては、私はダムをやっぱりつくるという

前提でないと、鹿野川ダムの改造も築堤も国の

方は話に乗ってこないわけでございますから、

そうするとどこで折れ合うかということに、県

も含めてダムの発電をやめてまで協力しよう

と、それからなけなしの財政の中であれだけの

県の負担金を負うて、そしてこのことに取り組

んでやろうという今の知事の意気込みが伝わっ

てまいりますれば、やっぱりこれを進めていく

以外に私としてはないという認識をしておりま

すので、どうぞ議員さんもいろいろお立場もお

ありのことはよくわかりますが、久米川も決し

ておくれんようにやってまいりますんで、また

側面的な御支援をいただきますよう、よろしく

お願い申し上げまして、ポイントだけでござい

ますが、あと具体的な計数等、経過等ある問題

につきましては、それぞれ担当の者から答弁を

させますんで、お聞き取りいただきたいと、よ

ろしくお願い申し上げたいと思います。 

○小泉勝明総務部長 議長 

○清水久二博議長 小泉総務部長 

〔小泉勝明総務部長 登壇〕 

○小泉勝明総務部長 それでは、私の方からは

議員さん御質問のうち、受任者名簿公開訴訟に

つきましてお答えいたします。 

 この訴訟につきましては、第１審、第２審と

も住民の知る権利を尊重することに努めました

当市の情報公開が認められず、プライバシー権

を侵害する違法な行為に傾いた判決が下された

ところでございます。言うまでもなく、市民の

皆様と争うことは本意ではございませんが、住

民の知る権利を確保していくために、平成16年

４月30日に最高裁に上告、受理申し立て書を提

出いたしまして、同年７月26日に記録到着通知

を受け、現在に至っております。 

 議員さんの方から和解についてありました

が、本件のように相反する２つの主張の中で、

和解という解決方法がなじむとは考えにくく、

最高裁におきまして当市の主張が十分に御理解

いただけるよう努めてまいりたいと考えており

ます。 

 以上、お答えといたします。 

○小島健市企画財政部長 議長 

○清水久二博議長 小島企画財政部長 

〔小島健市企画財政部長 登壇〕 

○小島健市企画財政部長 それではまず、平成
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18年度当初予算編成に関しまして、地域審議会

の関係、それと旧４市町村の重点施策等の位置

づけに関してお答えをいたしてまいります。 

 まず、地域審議会の平成17年度活動報告と

18年度の計画についてでございますが、地域審

議会の平成17年度の活動状況につきましては、

昨年の11月に各地域において開催いたしました

地域審議会において、審議会の概要、また新市

建設計画の概要、それと総合計画の策定状況、

本市の財政状況などについて御説明をさせてい

ただいたところでございます。 

 今年度の審議会におきましては、こちらから

の説明とか報告が主なものでございましたけれ

ども、審議会の委員さんからは、行政連絡機構

の現状とか治水対策の問題、またごみ処理方法

について、そして防災対策などに関する御意見

をいただいたところでございましたし、また審

議会の方で自主的な勉強会なども考えてはどう

かといった前向きな御提案もいただいていると

ころでございます。 

 平成18年度におきましては、大洲、長浜地域

の全校と肱川地域の一部の学校に配置しており

ました学校校務員を市内のすべての学校に配置

することとし、予算措置をいたしたところでご

ざいます。このことにつきましては、教育委員

会の方から後ほど御答弁を申し上げますけれど

も、今回の予算措置につきましては、まずは校

務員を市内の全校に配置しようという当面の措

置として対処したところでございます。その配

置基準とか勤務体制につきましては、現在も差

異がございまして、さらに検討を行う必要がご

ざいますので、平成18年度において総合的な調

整を行う予定といたしておりますので、どうか

御理解をいただきたいと思います。 

 また、平成18年度におけます審議会の諮問に

つきましては、平成17年度の運営方針と同様

に、新市建設計画の変更に関する事項、また同

計画の執行状況などを中心として御審議をいた

だきたいと考えておりますし、地域の課題と

か、新しい大洲市をどのようにつくっていくか

といったような御意見について、また議員さん

とは違った立場からお伺いをしたいというふう

に考えているところでございます。 

 次に、旧市町村の重点施策及び要望の位置づ

けに関してお答えを申し上げます。 

 合併前の４市町村の主要事業につきまして

は、新市建設計画において、新市の施策の中に

位置づけをされておりまして、基本目標ごとに

その事業名、事業の概要を記載しているところ

でございます。平成18年度の予算におきまして

は、まずは合併協議会におけます協議結果等を

基本といたしまして、基礎的な各種事務事業を

確実に実施できる予算を措置したところでござ

います。また、道路港湾等の継続的な社会基盤

整備事業を初めとし、保育所、公民館の分館の

建設、集会所や公園等の整備などにつきまして

も、その位置づけを行いながら計画的な推進を

図ってまいりたいというふうに考えておりま

す。 

 また、新市建設計画に登載されております文

化会館、図書館、給食センター、これらの整備

事業、それとか、先ほど来出ております防災行

政無線施設の整備事業などの主要事業の今後の

計画につきましては、昨日来市長より御答弁申

し上げているところでございますが、今後の財

政状況、また事業の緊急性、事業効果等を総合

的に勘案いたしまして、その優先順位等につい

て検討しながら、現在策定を進めております大

洲市総合計画に位置づけを行いまして、その事

業化に努めてまいりたいというふうに考えてお

ります。 

 それと、次に大洲温泉株式会社の出資金の処

理についてお答えをいたします。 

 大洲温泉株式会社につきましては、厳しい経

営状況が続きましたために、平成16年10月27日

に株主総会による解散決議が行われまして、現

在清算中となっております。この清算の過程の

中で、現在関係機関と協議を行っているところ
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でございます。 

 大野議員さんお尋ねの出資金の処理でござい

ますけれども、大洲温泉株式会社の資本金は

1,000万円でございます。これを大洲市が２分

の１の500万円、そして残りの２分の１を個人

の方お二人がそれぞれ250万円ずつ出資をして

いただいておりまして、出資者は３名が株主と

なっているものでございます。今後におきまし

ても、関係機関との協議を重ねながら、また必

要に応じて議会とも御相談を申し上げた上で、

適正な清算処理を行ってまいりたいと考えてお

りますので、御理解をいただければと存じま

す。 

 以上、お答えといたします。 

○上村孝廣市民福祉部長 議長 

○清水久二博議長 上村市民福祉部長 

〔上村孝廣市民福祉部長 登壇〕 

○上村孝廣市民福祉部長 私の方からは、介護

保険の問題についてお答えをいたします。 

 当市におきましては、市町村合併以来、これ

まで一部の高齢者の方の急激な負担を緩和させ

るため、合併協議会での申し合わせのとおり、

旧市町村区域ごとの保険料を不均一に賦課して

おります。この不均一賦課によりまして、同じ

市内の住民の皆さんが異なる基準に基づく保険

料を負担することとなり、これが長く続くこと

は適切でないため、合併時の協議によりまし

て、今回の介護保険料の改定により統一するこ

とになっております。このことによりまして、

一部の高齢者の方の負担に対する緩和策としま

しては、従来から申し上げておりますとおり、

介護保険制度自体が住民の皆さんの助け合いの

精神で成り立っている制度でございまして、そ

の住民の皆さんの負担の公平性を一番に考える

べきでございまして、市独自の負担軽減策は行

わず、引き続き国の示した枠組みの中で対応を

図ってまいりたいと考えております。 

 今回の保険料改定案におきましても、新たに

創設されます低所得者階層の第２所得段階の負

担割合につきましては、第１段階の0.5と新第

３段階の0.75の間で任意に設定できることとな

っておりますが、当市におきましては従来から

この負担段階に該当する方の負担が重いこと、

低所得者に対しできる限りの配慮をすることが

必要であると考え、国の示した基準と同じ

0.5としているところでございます。 

 また、この保険料額の引き上げにつきまし

て、段階的な引き上げができないのかとの大野

議員さんのお尋ねについてでございますが、こ

の点につきましては、３年間を通じて同一の保

険料額とすることが原則でありまして、また合

併協議会における申し合わせにおきましても、

第３期介護保険料設定時において統一すること

が確認をされておりますので、それに従ってま

いりたいと考えております。 

 次に、御質問の同一のサービス水準を確保す

るための取り組みにつきましては、まず１つ目

がケアプランのチェックでございます。 

 このケアプランとは、サービスを利用する上

で担当のケアマネジャーが利用者の心身の状況

等を踏まえ作成する利用計画のことで、介護保

険を利用する際の基本となるものでございま

す。これがきちんとしたものでなければ、過剰

なサービス、不必要なサービス等の提供がなさ

れ、利用者の状態がさらに悪化するようなケー

スも出てくることとなるため、旧大洲市におき

ましては、このチェックを最重要視し、制度開

始当初より取り組んでまいりました。合併後、

未実施の旧大洲市以外の区域の利用者分につき

ましても、同様に取り組んでおるところでござ

います。 

 次に２つ目は、居宅介護支援事業者連絡会・

サービス担当者会の開催がございます。 

 旧大洲市におきましては、制度開始当初よ

り、保険者としてこれら介護保険関係事業所に

対し指導、監督する立場にあり、適切な事業運

営等がなされるよう各種会合を開催し、その質

の確保、向上などを図るために支援を行ってま
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いりました。これらの取り組みにつきまして

も、未実施の大洲市以外における事業者につき

ましても、市町村合併前より前倒しの形で実施

してまいりました。 

 次に３つ目は、介護相談員派遣事業がござい

ます。 

 利用者は、世話になっているというお気持ち

がありまして、介護事業者に直接苦情を申し立

てることが極めて困難な状況にあることが多い

という実態がございます。旧大洲市におきまし

ては、このような利用者の声を吸い上げまして

事業者につないでいくことを目的として、同事

業を平成13年度より実施してまいりました。旧

大洲市以外におきましては未実施のため、合併

前より前倒しで準備を進め、合併後新たに相談

員を委嘱し、活動していただいているところで

ございます。 

 また、今回の計画におきましては、一部サー

ビス事業所が少ない地域もございますが、市全

体での基盤整備に関しましては特に問題はない

ものと考えておりまして、圏域間に格差がある

ものに限り、最小限の整備を行うことといたし

ております。 

 また、従来の県指定の在宅サービス整備に関

し制限はございませんが、法改正によりまして

新たに創設された市指定の新規サービスのう

ち、今回整備を行わないものにつきましては、

既存サービスで対応ができるものもございます

し、また利用によりどのような効果があるかな

ど、不透明な部分が多いため、他市町村の状況

を踏まえた上で、どの地域にどのようなサービ

スをどの程度整備するか、そういった必要があ

るかどうかにつきましては、次期計画以降にお

きまして、改めて検討をしてまいりたいと考え

ておりますので、御理解を賜りたいと存じま

す。 

 以上、お答えといたします。 

○三保禮三建設農林部長 議長 

○清水久二博議長 三保建設農林部長 

〔三保禮三建設農林部長 登壇〕 

○三保禮三建設農林部長 私の方からは、山鳥

坂ダム建設の中止を求めることについてをお答

えさせていただきます。 

 この河川整備計画の前段で議論をされた見直

し案、再構築計画案におきまして、肱川流域の

地形や流域の特性などを考えた上で、流域市町

村の合意によりまして、この河道整備とダム案

を選択したものでございます。この河川整備計

画に位置づけられております河道整備と山鳥坂

ダム建設並びに鹿野川ダム改造の３点セット

が、肱川流域の課題解消となる最良の治水対策

ではないかと、このように考えているところで

ございます。つまり、河道整備では上下流の治

水のバランスを考慮する必要がありますので、

早期に全川にわたって治水安全度を向上するた

めには、ダムによる洪水調節が必要なんだとい

うことで御理解をいただきたいと思うわけでご

ざいます。 

 それから、清流復活につきましても、正常流

量の確保と、それから市長さんも言われました

が、ピーク立て発電の廃止及び貯留制限を実施

することによりまして、河川水の利用の維持、

動植物への保護、流水の清潔の保持に努められ

ることとなっております。 

 あわせまして、既設ダムの貯水池の水質保全

対策も実施をされると聞いておりますので、河

川環境におきましても、この河川整備計画の推

進が大変重要なものだと考えているところでご

ざいます。 

 なお、議員さん御指摘の山鳥坂ダムの建設に

よりまして、当肱川流域の環境に及ぼす影響に

つきましては、現在、環境影響評価が順次進め

られておるところでございます。そのうち方法

書に対しまして、大洲市長の意見では、旧肱川

町などで議論となった経過や内容を反映した意

見としております。 

 今後におきましても、流域住民の安全と自然

環境に配慮されたものとなるように要請をして
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まいりたいと考えておりますので、どうぞ御理

解のほどお願い申し上げる次第であります。 

 以上、お答えといたします。 

○山田一昭市民福祉部副部長 議長 

○清水久二博議長 山田市民福祉部副部長 

〔山田一昭市民福祉部副部長 登壇〕 

○山田一昭市民福祉部副部長 私の方からは、

国保税関連と清流肱川を守ることについてお答

えをさせていただきます。 

 国民健康保険税事業につきましては、現在開

会中の県議会の常任委員会におきましても、県

内の国民健康保険事業の状況について取り上げ

られております。平成16年度決算において、

20市町のうち14市町が赤字決算であると答弁さ

れているところでございます。大洲市国保にお

きましても、平成16年度決算における実質単年

度収支で約3,700万円の赤字決算となっており

ます。平成17年度決算見込みにおきましては、

さらに厳しい状況になるものと考えておりま

す。 

 議員さん御指摘のように、国保税滞納繰り越

し並びに国保短期者証も年々増加しております

が、医療保険事業の根幹であります保険税は医

療費を賄うための財源であり、引き続き皆保険

制度を維持するためには、所得等に応じた応分

の負担をお願いしなければ、制度を維持するこ

とができないものでございます。市民の負担を

大きくすることなく、国の負担率を引き上げる

よう申し込みを行うべきではないかとのことで

ございますが、我が国の国民医療費は、現行制

度のままで推移いたしますと、約20年後には

56兆円規模まで膨らむものと言われ、大きな社

会問題となっております。 

 国民健康保険を初めとする各医療保険財政

は、大変厳しい状況となっております。こうし

た現状から、昨年12月に医療制度改革大綱が示

され、今通常国会において医療保険制度改革関

連法案が審議中であることは御案内のとおりで

ございます。これは、急速な少子・高齢化の進

展の中で、国民の安心の基盤でございます皆保

険制度を維持し、将来にわたり持続可能なもの

とするため、医療費の伸びと国民の負担との均

衡を確保するという基本的な考えのもとに見直

しがなされたものであり、御理解をいただきた

いと思います。 

 なお、大洲市国保といたしましても、引き続

き医療費に対する被保険者の負担が過大となら

ないよう保健センター等とも連携を強化し、健

康づくり等に努めてまいりたいと考えておりま

す。 

 次に、本年４月１日に設立されます愛媛地方

税滞納整理機構への移管をどのように進めるか

という趣旨の御質問でございますが、国保税の

滞納額は滞納市税総額の約７割に当たり、滞納

整理を進めていく中で大きな比重を占めており

ます。このことから、平成18年度には市税全体

で50件を上限といたしまして移管を予定してお

りますが、その中に国保税の滞納案件が含まれ

るものと考えております。移管に際しまして

は、公平性を確保するため市内部に審査委員会

を設置いたしまして、移管事案の選定基準を設

けた上で審査を行うとともに、同機構の事前ヒ

アリングを受けてから移管したいと考えており

ます。また、移管は分納誓約の不履行者や、再

三にわたる催告に応じないなど、納付意思が認

められない案件を対象とするように考えており

ます。 

 なお、機構での滞納整理は、差し押さえ、公

売、換価を前提に進められますが、滞納者には

任意納付の意思確認の手段を講じられることに

なっております。さらに、整理の過程で把握し

た滞納者の財産、生活状況等から、徴収緩和制

度を適用するのが適当と判断する事案につきま

しては、市や町に対してその旨が報告されるよ

うになっております。 

 いずれにいたしましても、滞納者の任意納付

意思の具体化、財産状況の把握等により国税徴

収法を初めとする関係法令にのっとりまして、
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滞納整理が進められることになっておりますの

で、御理解を賜りますようお願い申し上げま

す。 

 次に、清流肱川を守ることについてでござい

ますが、市民に憩いと潤いをもたらす河川の清

流を取り戻すことは、重要な課題であると考え

ております。旧大洲市では、河川等の浄化等に

関する重要事項を審議していただくため、大洲

市区長会長会を初め市内の15団体の会長さんに

審議委員を委嘱いたしまして、肱川清流保全基

本方針の策定に参加していただきました。ま

た、河川の浄化に理解があり、その任務に必要

な熱意を持っておられる14名の方を河川美化協

力員として各地区の区長会長より御推薦をいた

だき、河川パトロールや河川の浄化、河川環境

の保全に関して提言をいただいておりました。

レポートや意見交換会で御報告をいただきまし

た事項につきまして、市で処理をしたり、ある

いは関係機関への処理依頼などを行い、対応を

行っておりました。合併後、肱川清流保全条例

に基づく審議会、河川協力員につきましては、

現在、選任基準を含め調整中でありますが、市

民、事業者、行政が一体となりまして、清流肱

川の保全に取り組める環境を整備していきたい

と考えておりますので、議員各位の御理解と御

協力をお願い申し上げます。 

 以上、お答えといたします。 

○尾崎公男教育部長 議長 

○清水久二博議長 尾崎教育部長 

〔尾崎公男教育部長 登壇〕 

○尾崎公男教育部長 それでは、私の方からは

学校校務員の配置についてと学童保育の取り組

みについてお答えを申し上げます。 

 まず、学校校務員の配置についてでございま

すが、現在の校務員の配置状況について現状を

申し上げますと、旧大洲の学校につきまして

は、小・中学校21校のうち16校につきましては

正職員を配置し、残り５校につきましては委託

嘱託職員を配置しているところでございます。

また、長浜の小・中学校９校につきましては、

２校に委託職員を配置し、７校につきましては

ＰＴＡが補助金で雇用し、配置をしているとこ

ろでございます。また、肱川につきましては、

小・中学校５校のうち中学校１校につきまして

委託職員を配置しておりますが、小学校４校に

は配置できていない状況でございます。さらに

河辺につきましては、小・中学校２校とも配置

できていないという状況でございまして、市全

体といたしますと、議員さん御指摘のとおり、

６校に配置できていない状況でございます。 

 平成18年度予算上では、この６校につきまし

て校務員を配置することといたしておりまし

て、大野議員さん御指摘のとおり、現段階では

変則的な雇用形態での予算編成といたしており

ます。このことにつきましては、先ほど申しま

したように、現在の長浜の雇用形態も変則的で

ございますので、今回の肱川、河辺への雇用形

態も含め、市全体の見直しを図る必要から、当

面の措置として配置するものでございまして、

平成18年度中には人事異動も含めて市全体の見

直しを図り、平成19年度からは統一した取り組

みができるように実施したいと考えているとこ

ろでございますので、御理解を賜りたいと存じ

ます。 

 なお、学校に雇用をお願いいたしましたの

は、できるだけ地元雇用が地元の人材の活用に

なるものとの判断からでございまして、支所の

教育課にも指示をいたしておりますので、地元

の関係者と協議していただければと願っている

ところでございます。しかし、どうしても地元

での雇用ができないということでありました

ら、教育委員会での対応も考えておりますの

で、今後十分協議をしながら進めてまいりたい

というように思っておりますので、御理解を賜

りますようお願いを申し上げます。 

 次に、学童保育の取り組みについてでござい

ますが、学童保育につきましては、昨日の桝田

議員さんの御質問にもお答えいたしましたよう
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に、アンケート調査では164人の希望者がござ

いました。その中でも希望の多かった校区につ

きまして申し上げますと、大洲小学校が29人、

平小が25人、喜多小が17人、菅田小が14人、新

谷小が11人、長浜小が15人というような結果と

なっているところでございます。教育委員会と

いたしましては、これら希望の多い校区につき

ましては、可能な限り学校施設を利用した学童

保育の取り組みができるよう協力をしてまいり

たいというように考えているところでございま

す。 

 平成18年度中には、学校とも十分協議をいた

しまして、また社会福祉課とも連携を図りなが

ら、余裕教室の確保や施設転用の手続、また指

導員の確保や財源の確保など諸条件が整えば、

実施に向けて検討を進めてまいりたいというよ

うに考えているところでございますので、御理

解を賜りますようにお願いを申し上げます。 

 以上、お答えといたします。 

○29番大野新策議員 議長 

○清水久二博議長 大野新策議員 

〔29番 大野新策議員 登壇〕 

○29番大野新策議員 再質問をしたいと思いま

すが、５分ということですので、はしょって質

問をしたいと思います。 

 まず第１に、介護保険の問題であります。 

 同一に負担をして、地域の皆さん方に介護保

険料の引き上げを認めてもらいたいということ

でありますけれども、私はやはり段階的に引き

上げるべきだというふうに考えます。 

 介護保険の減免問題につきましては、厚生労

働省が、自治体が行っている保険料の減免制度

に対して、１．保険料の全額免除、２．収入の

みに着目した一律の減免、３．保険料減免分に

対する一般財源の繰り入れ、これを不適切とす

るという３原則を示しているわけであります。

この減免や段階的な引き上げができないという

見解は、この３原則に基づいたものだと理解を

しておりますけれども、2002年３月19日に開か

れました参議院厚生労働委員会で、我が党の井

上議員の質問に答えまして、当時の坂口厚生大

臣は、自治体の中で３つの原則を乗り越えてや

るという自治体も既に100を超えている、３つ

の原則を乗り越えてやるというのをはみ出して

いるからだめだ、やめろとは言えない、奨励は

しないけれども自治体の主体性を尊重してい

る、こう答弁をしています。そして、３原則と

いうのは助言にすぎない、従うべき義務はない

というのが厚生労働省の見解でありました。 

 担当課では、この見解をどのように受けとめ

られているのか、また私は積極的にこれを受け

とめて、減免措置を講じてもらいたいというふ

うに思うわけであります。 

 ダムの問題について一言触れたいと思いま

す。 

 山鳥坂ダムをつくっても、あと幾つもダムを

つくらなければ下流の治水はできないというの

が公式な国土交通省の見解であります。私は、

市長が答弁されましたけれども、ダムをつくら

んとほかの事業はやってもらえない、こういう

考え方は今の時点では取り外してもらいたい。

国が計画したものは、むだなものでもつくらん

とほかのことをやってもらえんということで

は、私は市民、また流域の皆さん方にとっても

その責任は果たせない問題ではないかというふ

うに思うわけであります。 

 また、平成18年度、合併してよかったと実感

できる施策はどうなんかという質問をいたしま

したけれども、河辺で出されたビラによります

と、河辺地域では次の選挙が大選挙区になるの

ではないかというふうなことで、そうなれば地

域の要求については大変取り残される心配があ

ると、その中でも河辺支所の廃止、診療所の廃

止、無償バスの廃止、中学校の統廃合、こうい

う問題が大変大きな問題として表面化するんじ

ゃないかというふうに心配されているわけであ

ります。合併しても安心して住み続けられる、

そういう町と地域をつくっていくというのが、
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合併のときの約束であります。そういう点で、

地域の皆さん方の不安を拡大するような予算や

事業であってはならないと思うわけでありま

す。住民に心配はないのか、その点について説

明、できるだけ明快な説明をしていただきたい

と思います。 

 もう時間がありませんので、以上で終わりま

す。ありがとうございました。 

○上村孝廣市民福祉部長 議長 

○清水久二博議長 上村市民福祉部長 

〔上村孝廣市民福祉部長 登壇〕 

○上村孝廣市民福祉部長 大野議員さんの再質

問に答弁をさせていただきます。 

 介護保険の関係でございますが、まず一つ、

減免の問題がございました。保険料の減免につ

いてでございますが、今議員さん申されました

ように、単独減免を行っておりますのが全国

771保険者の中で、いわゆる３原則――先ほど

申されたものでございますが――遵守しておら

れる自治体が692保険者となっております。そ

こで、この保険料の減免を考える場合に、３原

則の範囲で実施しますと、減免の対象者以外の

方の保険料が高くなるわけでございます。そう

いったことで、負担の公平性を保つためにも、

保険者といたしましてはやはり慎重に対応する

必要があるのではないかと考えております。 

 また、３原則に反する方法といたしまして、

先ほども申されましたように、例えば一般財源

を繰り入れて実施する方法もあるわけでござい

ますが、これにおきましても一部の被保険者の

方のために市民の皆様からいただきました税金

を投入するというようなことになりますので、

これも考えてみました場合には、住民感情を考

慮しますと、すべきではないのではないかなと

いうふうに思っております。 

 したがいまして、保険者といたしましては、

先ほども申し上げましたが、介護保険制度は住

民の皆さんの助け合いの精神で成り立っている

制度でございますので、今後も国の示した枠組

みの中で対応させていただいたらと思っており

ます。 

 それからもう一つ、前段で申されました段階

的引き上げをやはりやるべきではないかという

御指摘でございますが、先ほども申し上げまし

たように、原則は３年間同一の保険料でやって

いかなければならないということがございま

す。その例外として認められますのが、実際の

給付費額が当初の見込みを大きく上回る場合な

ど、財政運営上支障が生じると見込まれる場

合、こういったことが段階的引き上げを特例と

して認められるというような国からの通達とい

いますか、そういうのがございますので、これ

に沿って考えておりますので、段階的引き上げ

につきましては、基本的に認められないという

判断をいたしておりますので、御理解をいただ

いたらと思います。 

 以上、お答えといたします。 

○大森隆雄市長 議長 

○清水久二博議長 大森市長 

〔大森隆雄市長 登壇〕 

○大森隆雄市長 私の方から、ダムの問題と今

の河辺のいろんな問題にお触れになりましたこ

の２点について、ポイントを御答弁申し上げた

いと思います。 

 ダムにつきましては、言われたとおりでござ

いまして、もろ手を挙げてという経過も知っと

るだけに、つらいところも東京の方へ参ります

とあるわけですが、しかしいろんな紆余曲折を

経てこういう結論が出ました以上はそのこと

を、私も山鳥坂ダムだけで洪水が防げるもので

はないと、こういうことはもう何回となく聞い

た経緯はございます。ございますけれども、い

ろんな国には国の事情、県には県の事情がござ

いまして、そういう結論、流域全体もでござい

ますが、大多数の皆さんの御賛同を得て結論が

出た以上は、その方向で私としては推進をして

いくということのスタンスだけ持ってやってい

かなければ、軸足が狂いますと……。答弁しよ
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るときはよく聞いてください。そういうことで

真剣に取り組んでおるわけでございますんで、

どうぞひとつその点は御理解いただきたいと思

う次第でございます。 

 それから、河辺のことについて、切り捨てに

なるんじゃないかという御懸念を議員さんから

再三されたわけでございますが、私は診療所に

ついても学校の問題についても切り捨てをする

つもりは、少なくとも今のところは持っており

ません。できるだけ存続をして、道路あたりの

問題もやや説明不足の感が今まであったように

思います。そういうことで、今回の人事異動等

には十分そこら辺の配慮もして、やっぱり流域

が一体になって、共通認識の上でこういう大プ

ロジェクトについては取り組んでいくというス

タイルにしていきたいというふうに考えておる

ものでございまして、例のイチゴや、農作業の

委託をされとりますあれやございますけれど

も、あの辺も合併後も引き継いでおります、あ

そこの会計にとっては大変な出費だろうと思い

ますが、1,000万円の出費もそのまま継続をし

て、今回も計上しとるわけでございまして、校

務員の問題も学校にないという話を再三聞いて

おりましたので、実態も把握して、先ほど詳し

く御答弁いたしましたが、ということで、やれ

ることはやっておるつもりでございまして、決

して４つの旧自治体の安易な切り捨て等につい

ては考えておりませんので、どうぞ最低限のこ

とはやってまいります。長浜の青島等の問題も

あるわけですが、人間が住むようにだけは市長

しとけよということを、前に船で渡りましたら

言われました。まさにそういうことでございま

して、最低限のことはやらせていただきます

が、なかなか厳しい背景の中でやっていかない

けんという、また一方の悩みもひとつ御理解い

ただきまして、一生懸命頑張ってまいりますん

で、どうぞ御寛容な御判断をいただきたいと、

このように思う次第でございます。 

 以上、御答弁申し上げます。 

   ～～～～～～～～～～～～～～～ 

○清水久二博議長 しばらく休憩いたします。 

午後３時06分 休 憩 

   ～～～～～～～～～～～～～～～ 

午後３時20分 再 開 

○清水久二博議長 休憩前に引き続き会議を開

きます。 

   ～～～～～～～～～～～～～～～ 

○清水久二博議長 次に、二宮淳議員の発言を

許します。 

○９番二宮淳議員 議長 

○清水久二博議長 二宮淳議員 

〔９番 二宮淳議員 登壇〕 

○９番二宮淳議員 超党派の二宮淳でございま

す。きょう最後の質問者となるようでして、皆

さんお疲れだと思いますので、なるべく簡潔に

質問してまいりますので、最後までよろしくお

願い申し上げます。 

 いよいよ平成18年度を迎えるに当たり、大森

市長の並々ならぬ行財政改革の意気込みを感じ

る当初予算となっているようでございます。行

政改革大綱も出していただき、今後大森カラー

を出していただく新しい年度となるわけです

が、その中の集中改革プランで、平成17年度か

ら平成21年度までのいろいろの項目の見直し

等、いい改革が上げられておりますが、一つ気

になることがございます。それは、検討、検討

という言葉が随所に見られることでございま

す。検討とは、詳しく調べて良否を判断するこ

とであります。いつまでも「検討中でありま

す」ではなく、それぞれの案件ごとに早く結論

を出して、改革の波に乗せていただくよう切望

してやみません。改革は待ったなしでございま

す。また、内容におきましても、いま一つはっ

きりしないところもございますので、そこら辺

も含めまして質問に入らせていただきます。 

 まず、元気な高齢者が集うまちづくりについ

てでございますが、大洲市におきましても少

子・高齢化が進んでおります。そして、我が国
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の高度成長時代を支えた団塊の世代が定年退職

を迎え、多くの有能な人材が職場の制約から解

放され、地域や家庭に戻られております。この

ような団塊の世代が、在職中に培った能力や知

識、市職員であれば行政経験を生かしながら、

積極的に町内会やＮＰＯなどの活動に加わるこ

とは、市民協働のパートナーとして大きな役割

を担うことであり、今後個性的で元気なまちづ

くりが一層進展する可能性を有していると思わ

れます。こうした人々が、生きがいを持って地

域社会で活躍できる機会をふやしていくことが

肝要であると考えております。高齢の皆さんの

力、すなわち老人パワーを引き出せる場所、機

会の提供が必要であると考えます。 

 東京の巣鴨に、おじいちゃん、おばあちゃん

の原宿通りと呼ばれる場所があります。そこで

は、意欲に満ちた高齢者があふれ、大変活気の

ある町となっているようでございます。市民活

動促進のための環境づくりや、新たな自己実現

の場の創出などが必要になってくると考えま

す。そういうことで、地域に支援の手があるの

は大きいと思いますが、そこでお伺いいたしま

す。 

 育児ファミリーサポートセンターや介護ファ

ミリーサポートセンターというものを立ち上げ

る用意があるのかということでございますけれ

ども、高齢者が子育てを支援することで、その

人生経験を生かせるよい機会として、育児ファ

ミリーサポートセンターというものがあります

けれども、その内容として、保育施設での保育

が始まるまで、あるいは終わってから子供を預

かる、保育施設までの送迎を行う、学校の放課

後または学童保育終了後子供を預かる、保護者

の短時間、臨時的な仕事の場合に子供を預か

る、保護者の病気や急用などの場合に子供を預

かる、冠婚葬祭やほかの子供の学校行事の際に

子供を預かる、買い物など外出の際に子供を預

かることなどの手助けをしていただくこと。 

 また、介護ファミリーサポートセンターとい

うものは、高齢者等の食事の準備や後片づけを

行ったり、部屋の掃除や衣類の洗濯、また通院

や買い物に付き添うこと、遠くに住んでいる人

にかわって独居老人の安否確認を行うことなど

に従事していただくというようなことでござい

ます。 

 また、シルバー人材センターもありますけれ

ども、一体当市においてはどのような種類があ

り、また利用できるのか、市民に周知徹底して

ないように思われますけれども、どのような状

況かをお知らせ願います。 

 ＮＰＯにおいても、当市はその数、種類を把

握されているかをお教え願います。 

 また、御自身が元気な高齢者になってもらう

ため、スポーツは非常に重要になってくると思

います。 

 そこでお伺いいたします。当市のスポーツ施

設利用は有料になっていますけれども、ほかの

利用者がいないときに、65歳以上は無料で使用

していただく等々一考に値すると思いますけれ

どもいかがでしょうか。 

 このように、いろいろなことが考えられます

けれども、大洲市でも何か対策を実施し、事業

展開を考えるべきであり、人々の知識や経験、

技能を大いに生かしていただき、働く喜びや社

会参加の輪を広げ、生きがいを創出すること

で、病気や寝たきりにならない社会づくりに通

じると思いますので、真剣にお考えいただきま

すようにお願い申し上げます。 

 続きまして、生活習慣病の予防についてでご

ざいます。 

 地方の財政は、三位一体の改革、また超少

子・高齢化などでますます厳しいものとなって

おりますけれども、その改善策として、特に保

健、福祉、介護などにかかわる経費の削減を推

し進めなくてはならないと思われます。そのた

めには、健康寿命の延長ということで、今後の

健康医療領域での予防の重要性を高めていかな

くてはいけません。 
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 国の医療制度構造改革でも、医療費の伸びを

抑制する政策の柱として、生活習慣病の予防の

徹底が必要であると述べられております。予防

に重点を置くことで、将来の要介護者の減少、

また病気の治療費抑制ということで、国保会計

の20％ぐらいは減らすことができるであろうと

いうふうに言われております。特に、医科にお

いては糖尿病の早期発見、早期治療、歯科にお

いては歯周病の早期発見、早期治療の必要があ

ります。そのためにも、節目健診の充実等、住

民にその必要性を周知徹底させる必要がありま

す。しかし現状は、節目健診にしても人数の制

限があり、完全な市民全員の予防対策とはなっ

ておりません。場合によっては、各医療機関に

行ってもらい、診査、治療も必要かと思われま

す。これらのことで、初期における財政支出は

ふえるかもわかりませんけれども、中・長期的

に見ると、その負担は減っていくことが予想さ

れます。 

 そこで、市民全員を対象としたその予防対策

としての妙案はないのか、その他今後大洲市と

しての取り組み方をお伺いいたします。 

 次に、長浜地区小学校の給食についてでござ

いますけれども、このことにつきましては、ち

ょうど１年前の３月定例会の一般質問でもお伺

いしておりますが、そのときの御答弁は、今後

事業効果や効率などを含め、大洲市における給

食センター整備及び配食計画を検討した上で実

施してまいりたいと考えております、とのこと

でした。果たして、そのような具体的なことは

進んでいるのでしょうか。 

 昨年の12月定例会においてもこの質問は出て

おりましたが、そのときの回答は、平成18年度

予算には組み込まれていないとのことでした。

実際組み込まれておりません。一体、真剣にこ

の問題についてお考えでしょうか。いつまでも

長浜地区の小学校に給食がないという事態を等

閑に付すべきではないと考えます。市民平等の

原則からしても、また食育基本法の観点から

も、この事態がいつまでも続くことは許される

はずがありません。具体的に進める上で考えな

くてはならないことに、学校の統廃合の問題も

あると思います。長浜地区は10人以下の小規模

校がありますが、そこまで給食配ぜん設備を整

えることは財政面においても無理があると考え

ます。 

 そこで、小学校の統廃合問題も出てくるわけ

でございます。学校の統廃合に当たっては、学

校規模、少人数化と教育効果との関連や、財政

面を含む学校運営上の効率性、さらには地域住

民や保護者の意向など、さまざまな視点から総

合的に検討した上で決定すべきものとは思いま

すが、今後大洲市としてどのようなお考えがあ

るのかお聞かせいただけたら幸いに存じます。 

 次に、児童虐待についてでございますが、最

近の子供たちを取り巻く環境は、ますます悪く

なる一方でございます。社会不安がどんどん増

していき、親自身のストレスはけ口として、ま

た核家族化、地域の連帯感の欠如など、社会的

問題などさまざまな理由により、子供が被害に

遭うケースがふえております。 

 児童虐待の相談件数や医療機関からの通報が

この10年間で10倍以上になっております。そこ

で、児童虐待の防止等に関する法律が定められ

てはおりますが、その目的は、児童虐待が児童

の人権を著しく侵害し、その心身の成長及び人

格の形成に重大な影響を与えるとともに、我が

国における将来の世代の育成にも懸念を及ぼす

ことにかんがみ、児童に対する虐待の禁止、児

童虐待の予防及び早期発見、その他の児童虐待

の防止に関する国及び地方公共団体の責務、児

童虐待を受けた児童の保護及び自立の支援のた

めの措置等を定めることにより、児童虐待の防

止等に関する施策を促進することを目的とす

る、とあります。 

 児童虐待の問題は、児童相談所や市町村だけ

でなく、医師会、歯科医師会、警察等、各種団

体が連携してネットワークを構築する必要があ
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ります。そして、地域全体の問題として取り組

むことが重要であります。子供たちの健やかな

成長に対し、私たち大人は責任があります。子

供たちの笑顔を守るためにも、虐待の撲滅に全

力で取り組みたいと思いますが、そこでお伺い

します。 

 この大洲市において、児童虐待のケースはど

れくらいあるのか、またその対策として各種団

体とのネットワークづくり、その他独自の対策

があるのかをお伺いいたします。 

 続きまして、電子入札システムの導入につい

てでございますが、これは先ほど梅木議員さん

の方で同様の質問、また御回答もありまして、

重複しておりますので、これは割愛いたしま

す。 

 次に、危険廃屋についてでございます。 

 地方はますます高齢化が進み、跡継ぎは都会

に行ったまま帰ってこないということをよく耳

にします。そこで、地方は廃屋が目立つように

なり、地主の管理が行き届いていない壊れかけ

た家が多数見受けられるようでございます。こ

れは、もし子供たちが入って倒壊でもしたら大

変危険なことでもあるし、景観もよろしくあり

ません。観光にウエートを置く大洲市として

は、そのような箇所の行政指導をしたり、取り

壊すお手伝いをするようなお考えはないのか、

ほかの妙案はないのか。なお、以上のような危

険家屋の調査はできているのかお尋ねいたしま

す。 

 最後になりましたけれども、この３月をもち

まして退職をされる部長さんを初めとされる市

職員の皆様には、長年にわたりまして市行政に

御尽力を賜りましたことに、改めまして感謝と

お礼を申し上げます。 

 以上で私の質問を終わります。 

○大森隆雄市長 議長 

○清水久二博議長 大森市長 

〔大森隆雄市長 登壇〕 

○大森隆雄市長 それでは、二宮議員さんの御

質問にお答えをしたいと思います。 

 まず、冒頭言われましたように、とかく政治

家の「検討する」は「やらない」ということに

イコールとみなされることが多うございまし

て、私自身も長らくの議会活動の中ではそうい

うことを常々思っとったことがあるわけでござ

いますが、私はできるだけそうならないように

心がけとるつもりではございますが、１点だけ

私の方から御答弁申し上げたいと思います。 

 給食センターと学校の統廃合の問題の絡みで

ございます。 

 これは、きのうから何回となく御答弁申し上

げとりますように、図書館の次には給食センタ

ーの目鼻を今期中にはぜひつけて、でき得れ

ば、次のことはわかりませんけれども――これ

はみんな同じですが――目鼻をつけて、次の順

番としては給食センターをということを考えて

おるところでございます、具体的に。 

 統廃合の問題は子供さんがもうどんどん減っ

ておるわけでございまして、これはもう全市的

な問題、長浜だけじゃございません、河辺だけ

じゃございません、大洲でももう入学児童がな

くなるというところは、現実に統計的にあるわ

けでございますので、そういうことも余りそれ

の足並みをそろえるのを待ちよりましたら、給

食センターをやることには、これいつまでたっ

てもならんことが起きてもいけません。これ

は、保護者とか地域の同意を得るということ

が、やっぱり統廃合の問題はあろうと思います

んで、そんなことの絡みもよく見渡しまして、

給食センター、子供さんに健康的にみんなと同

じようなものを食べて育ってもらって、そして

大洲市を担い、将来の日本を担ってもらうとい

う大事な使命があるわけでございますので、そ

ういう観点でこれは取り組んで、検討するとい

う通り一遍の御答弁でなしに、前向きにやって

いきたいというふうに思っとりますので、この

点だけは私の方から御答弁させていただきたい

と思っとります。 
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 その他につきましては、また皆が準備してく

れとるようでございますんで、答弁させますん

でよろしくお願いいたします。 

○上村孝廣市民福祉部長 議長 

○清水久二博議長 上村市民福祉部長 

〔上村孝廣市民福祉部長 登壇〕 

○上村孝廣市民福祉部長 私の方からは、ファ

ミリーサポートセンターの立ち上げについて、

シルバー人材センターの周知、ＮＰＯ、生活習

慣病の予防及び児童虐待についてお答えをいた

します。 

 それではまず、ファミリーサポートセンター

の立ち上げについてでございますが、現在県下

でファミリーサポートセンターを立ち上げてお

りますのは、松山市、今治市、新居浜市の３カ

所でございます。その中で、育児につきまして

は３カ所とも行っておりますが、介護につきま

しては松山市のみが実施をしております。 

 大洲市におきましては、現在ミニシルバー人

材派遣事業により、介護ファミリーサポートセ

ンターの業務であります家事、洗濯なども行っ

ております。このように、大洲市におけますシ

ルバー人材派遣事業は、松山等で行われており

ますファミリーサポート事業と事業内容が重複

している場合もございますので、同内容のサー

ビスを行い得る舞台を備えているものと考えて

おります。 

 二宮議員さん御質問のファミリーサポートセ

ンターの立ち上げにつきましては、事務所の設

置やスタッフの確保の問題、さらには各関係機

関との連携が必要となり、それらに対しまして

は相当の費用や時間が必要であると考えますの

で、今後の状況、必要性に応じて慎重に検討し

てまいりたいと考えております。したがいまし

て、現段階では既存のミニシルバー人材センタ

ーの登録者の多様化を行い、利用者の拡大を図

ってまいりたいと考えておりますので、御理解

を賜りたいと存じます。 

 次に、シルバー人材センターの周知徹底につ

いてでございますが、大洲市ミニシルバー人材

センターにおけます平成18年１月末現在の会員

数は、男性107名、女性52名、合計159名でござ

いまして、受注件数は757件となっておりま

す。 

 議員さん御質問の主な業務内容といたしまし

ては、庭木の剪定、草刈り、草引き、屋内外の

清掃及び運転業務でございますが、そのほかに

は駐車場整理、家事、洗濯などもございます。 

 また、市民への周知につきましては、平成

17年度では広報への掲載を６月号で行いまし

て、大洲市ホームページへの掲載も同じ６月よ

り開始をいたしております。さらに、昨年の７

月から10月にかけて開催されました市内23地区

での市政懇談会におきましても、啓発用のチラ

シを作成いたしまして、会員の登録と利用の周

知をさせていただいたところでございます。ま

た、従来より市民便利帳へも掲載しておりまし

て、市民の皆様への周知と啓発につきまして

は、さまざまな機会を通じまして実施している

ものと考えております。 

 今後におきましても、先ほど申し上げました

啓発活動を含め、老人会など関係機関を通じま

して、市民の皆様へのより一層の周知に努めて

まいりたいと考えておりますので、御理解を賜

りますようお願いをいたします。 

 次に、ＮＰＯの数、種類についてでございま

すが、現在大洲市に事務所を置いて活動されて

おりますＮＰＯ法人につきましては、３法人ご

ざいまして、高齢者や障害者に対する支援活動

や子供の健全育成、地域福祉の向上などをその

目的として設立されておりまして、さらに１法

人が設立申請中と把握をいたしております。 

 次に、生活習慣病の予防についてでございま

すが、大洲市におきましては、新市建設計画に

ございます「すべての住民が生きがいを持って

安心して暮らせる保健・医療・福祉が充実した

安心きらめくまちづくり」を実現するために、

具体的、実践的な市民健康づくり計画「あなた
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が城主！健康おおず」を策定いたしておりま

す。この計画につきましては、合併に伴い新大

洲市の計画として見直しまして、昨年12月にダ

イジェスト版を作成し、全世帯に配布をいたし

たところでございます。 

 今後の取り組みといたしましては、健康日本

21大洲市版の基本目標でございます生活習慣病

の発症に深くかかわる栄養、食生活と全身の健

康に影響する歯から、国民の６人に１人は予備

軍と言われます糖尿病まで10項目を基本とし、

それぞれの項目の評価を行いながら取り組みた

いと考えております。その中の歯科健診に関し

ます節目検診といたしましては、平成16年度か

ら、健康まつり市民のつどいにおいて実施をい

たしております。昨年度は、節目対象者

3,000人に個人通知を行いましたが、受診者は

68人でございました。今年度は、市民のつどい

参加者全員を対象に実施いたしましたが、来場

者1,400人のうち受診者は59人でございまし

た。また、基本健康診査の結果返しの機会に、

歯科衛生士による歯科の健康相談を行っており

ます。 

 予防対策につきましては、スタッフの確保や

財政上の制約もございますので、現体制を維持

しつつ周知や募集方法を検討し、受診率の向上

に努めてまいりたいと考えております。さら

に、平成18年度から開始されます介護保険の地

域支援事業により口腔ケアが追加になりますの

で、歯周疾患予防に重点的に取り組んでまいり

ます。 

 生活習慣病を予防するためには、市民の主体

的な健康づくりへの取り組みが重要でございま

して、かつ生涯を通じた継続的な健康管理が必

要でございますので、市民の皆様が一体となっ

て健康づくり運動を展開できますよう、関係機

関、団体、市民の皆様の御協力をお願いいたし

たいと存じます。 

 次に、児童虐待についてでございますが、児

童虐待につきましては、これまで福祉事務所に

家庭児童相談室を設置いたしまして、相談に応

じるとともに、保健センターによる乳幼児健診

を活用するなど、児童虐待の早期発見、早期対

応等に取り組んでおります。また、困難な案件

につきましては、関係機関、団体による事例検

討会を開催し、情報の共有、考え方を統一して

対応をしているところでございます。 

 まず、御質問の当市における児童虐待の相談

件数でございますが、平成14年度が４件、15年

度が６件、16年度が10件、17年度は現時点で８

件の相談がございまして、増加傾向となってお

ります。 

 また、相談内容につきましては、身体的虐待

が４件、ネグレクト、いわゆる養育放棄が３

件、心理的虐待が１件となっております。 

 このような中で、当市におきましては、平成

18年度に愛媛県中央児童相談所や保健センタ

ー、学校、医療機関、警察署、民生児童委員協

議会など関係機関や関係団体、児童の福祉に関

連する職務に従事する者等で構成する大洲市要

保護児童対策地域協議会を設置する計画でござ

います。 

 今後におきましては、当地域協議会を有効に

活用するとともに、現在行っております事例検

討会を引き続き開催し、虐待の未然防止、早期

発見を初め要保護児童にかかわる相談、援助に

積極的に取り組んでまいりたいと考えておりま

すので、御理解を賜りたいと存じます。 

 以上、お答えといたします。 

○三保禮三建設農林部長 議長 

○清水久二博議長 三保建設農林部長 

〔三保禮三建設農林部長 登壇〕 

○三保禮三建設農林部長 それでは、私の方か

らは危険廃屋についてお答えをいたします。 

 個人の老朽化しました危険家屋につきまして

は、所有者が自己責任において管理、撤去する

ということが大原則でありますが、建築基準法

の規定によりますと、著しく保安上危険であ

り、または著しく衛生上有害であると認める場
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合については、特定行政庁が――大洲市の場合

は愛媛県になりますけども――その建物の除却

とか移転、使用制限など、保安上または安全上

必要な措置を命じることができる、こういうこ

とになっております。 

 しかしながら、廃屋とはいいましても個人の

財産は個人の財産でございますから、これに行

政が関与するには多くの制約がございます。そ

れに、著しい危険家屋、著しい衛生上有害な家

屋、そういうことの判断、それから周辺に与え

る影響ですとか、それから財産権など、総合的

な検討が必要となってまいりますので、そして

その結果について、その持ち主である所有者が

了承してもらわなければいけないという必要が

ございます。 

 そこで、危険家屋等の調査についての御質問

がございましたが、先ほども言いましたよう

に、著しく保安上危険、著しく衛生上有害であ

るという明確な定義のない中で、また場所です

とか状態により危険性の有無が変化してまいり

ます。そういう個人の財産を危険、有害な家屋

として判別するというのは非常に難しい。そう

いう状態でございますので、大洲市といたしま

しては現在実施してはおりません。 

 なお、本市におきましては、こういうような

危険家屋等の問い合わせとか通報がございまし

た場合には、まず現地調査をいたしまして、実

態をよく把握するとともに愛媛県さんと協議を

し、どういう指導をしたらいいか、そういうこ

とを決めることにいたしております。 

 それから、取り壊しのお手伝いということに

ついてでございますが、先ほども言いましたよ

うに、個人所有のものにつきましては、自己責

任において撤去をしてもらうというのが大原則

でございますので、今のところ補助などの支援

策は考えておらない、このように御理解をいた

だきたいと存じます。申しわけございません。 

 以上、お答えといたします。 

○叶本正教育長 議長 

○清水久二博議長 叶本教育長 

〔叶本正教育長 登壇〕 

○叶本正教育長 それでは、私の方からは長浜

地区小学校の給食及び統廃合問題について、た

だいまの市長の答弁にもありましたように、図

書館の次には給食センターということで、任期

中に目鼻をつけたいということでございます。 

 長浜地区小学校の給食の実施につきまして

は、私も十分必要性を認識し、早急にと考えて

おりますが、具体的に実施ということになりま

すと、今後の大洲給食センターの整備計画の中

で、小学校全体の給食の実施を進めてまいりた

いと考えております。 

 大洲給食センターの改築につきましては、新

市建設計画の中で主要事業として位置づけてお

りますので、平成18年、19年度において、今後

の効率的で効果的な実施方法につきまして、調

査と配食計画を検討してまいりたいと考えてお

ります。また、給食の実施には、小学校の統廃

合の問題も関係をしてきますので、市全体を考

慮した取り組みが必要であり、慎重に検討する

必要があるものと考えております。 

 いずれにいたしましても、そういった具体的

な配食計画等ができましたら、財政状況などを

考慮しながら、実施計画、実施設計等に取り組

んでまいりたいと考えておりますので、御理解

を賜りたいと思います。 

 また、小学校の統廃合問題につきましては、

長浜地区小学校の給食の実施を進めるに当たっ

ては、議員さんの御指摘のとおり、小学校の統

廃合問題も踏まえて取り組む必要がございま

す。少子化に伴い、年々児童数が減少する中に

あって、この統廃合の問題は長浜地区のみなら

ず、全市的な問題であると認識しております。

現在市内には児童数が30人に満たない小学校が

12校、このうち10人に満たない学校が２校ござ

いますが、これらの小規模校につきましては、

教育効果や学校経営の効率化といった点を十分

検証する必要があると考えております。 
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 また、この統廃合問題とあわせまして、施設

の老朽化と耐震性等にかかわる校舎の改修計画

も重要な問題でございますので、教育委員会と

いたしましては、平成18年度から19年度にかけ

まして、長期的かつ全市的視野に立って市民の

御意見を伺いながら、学校の統廃合計画並びに

改修計画を策定したいと考えておりますので、

議員各位の御理解と御協力を賜りますよう、よ

ろしくお願い申し上げます。 

 以上、お答えとさせていただきます。 

○尾崎公男教育部長 議長 

○清水久二博議長 尾崎教育部長 

〔尾崎公男教育部長 登壇〕 

○尾崎公男教育部長 それでは、私の方からは

スポーツ施設の65歳以上の無料化についてお答

えをいたします。 

 現在、市の方で管理しております社会体育施

設につきましては19施設、また小・中学校の屋

内、屋外運動場につきましては66施設、さらに

八幡浜・大洲地区広域市町村圏組合の運動公園

を管理しているところでございます。 

 合併時に旧市町村間の格差をなくすため、市

の体育施設と小・中学校の体育施設で有料の施

設につきましては、統一した減免規定を設け、

運用を行っているところでございます。また、

学校の屋内運動場の照明料につきましては、合

併時に市内を統一いたしまして、有料の取り扱

いとしたところでございます。 

 議員御質問の65歳以上の無料化につきまして

は、八幡浜・大洲地区広域市町村圏組合の運動

公園のテニスコートに限り、組合構成市町の

65歳以上の方を対象といたしまして減免規定を

設け、無料とするよう特別の配慮をしていると

ころでございます。 

 しかしながら、市内全域のスポーツ施設で

65歳以上の方を無料とすることにつきまして

は、施設の維持管理に多額の経費を必要といた

しますし、また当市の財政状況等を考慮いたし

ますと、現在のところは利用料金の無料化は難

しいというように考えております。 

 今後におきましても、スポーツ施設につきま

しては、幅広く市民の皆様に御利用していただ

けるよう適切に維持管理してまいりたいと考え

ておりますので、そのように御理解を賜りたい

と思います。 

 以上、お答えといたします。 

○９番二宮淳議員 議長 

○清水久二博議長 二宮淳議員 

〔９番 二宮淳議員 登壇〕 

○９番二宮淳議員 ２点について再質問させて

いただきたいと思います。 

 まず、給食問題に関してでございますけれど

も、市長さん、自分の任期中に目鼻を立て、次

に先送りされるというふうにおっしゃられまし

たけれども、３年後、それはどうなるかもちろ

んわかりませんけれども、できるならばこの任

期内に実施するというふうに、目鼻立てだけじ

ゃなくてもう全体つくっていただけるようにし

ていただければありがたいというふうに思いま

すので、できる限りよろしくお願いいたしま

す。 

 それと、ファミリーサポートセンターの中

で、ちょっとお伺いしていたんですけれども、

独居老人の監視システムということでございま

すけれども、都会においても非常に独居老人が

孤独死をされたとか、そういうふうな事例をよ

く聞くんですけれども、今後この地方において

もそういう独居老人が非常にふえてまいりま

す。 

 そこで、市民協働、大森市長さんがよく言わ

れておりますけれども、例えばＮＰＯなり、ボ

ランティアでも何でもいいんですけれども、そ

ういう人たちにお願いして、そういう独居老人

の人の監視システムというか、一日１回どうぜ

えみたいな感じで言われるようなシステムづく

りは非常に必要なことではないかと私は考えて

おります。できましたら、そういう体制づくり

をお願いしたいというふうに思います。 
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 以上です。 

○大森隆雄市長 議長 

○清水久二博議長 大森市長 

〔大森隆雄市長 登壇〕 

○大森隆雄市長 今の二宮議員さんの再質問に

お答えをしたらと思います。 

 御要望だというふうに受けとめておるわけで

すが、言われますように、できるだけ給食セン

ターもそういうことにしていきたいと思ってお

ります。 

 それから、独居老人の今の監視制度といいま

すか、監視というのは言葉が悪いかもしれませ

んが、そういうことで気をつけようということ

だろうと思います。 

 私の近所でも、３日ほどたって亡くなっとっ

たのを発見したという事例がもうすぐ近くにあ

るわけでございまして、もともとの方でなかっ

たものですから、やっぱり元気なときは自転車

で走られとったんですが、それがおられないと

いう、新聞が３日もたまっとったということ

で、だれも気がつかないと。親戚の方が電話を

して初めてわかったと。ガラスを割って入って

みたら、頭から、何かそういう御病気だったん

だろうと思いますが、血が出ておって、もう日

にちがたっておったという事例があって、身近

のことで人ごとではないという気持ちを持って

おりますんで、そんなことを身近にお互いにあ

るわけでございまして、言われておりますよう

な御趣旨のもとに、このことも大事なことだと

思いますんで、検討を、前向きの、言いっ放し

じゃなしにさすようにいたしますんで、そうい

ういことで２点、御答弁は要らんかと思います

が、気持ちの一端を述べさせていただきまして

締めさせていただきたい。ありがとうございま

した。 

○清水久二博議長 以上で本日の質疑、質問を

終わります。 

 これをもって本日の日程を終了いたしまし

た。 

 あす３月15日午前10時から本会議を開きま

す。 

 日程は、本日に引き続き第１号議案から第

62号議案までの議案62件に対する質疑と市政全

般に対する質問であります。 

   ～～～～～～～～～～～～～～～ 

○清水久二博議長 本日はこれにて散会いたし

ます。 

午後３時59分 散 会 

   ～～～～～～～～～～～～～～～ 
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